
 

社会復帰促進等事業における主な新規・拡充（令和３年度予算要求） 

 

【事業】 

１ （事業番号 17） 

 ＜安全衛生啓発指導等経費＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．１ 

・労働安全衛生法に基づく免許証発行等事務サポート事業 

・職場の安全衛生の周知・意識啓発等事業 

 

２ （事業番号 21） 

 ＜職業病予防対策の推進＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．５ 

・事務所環境改善促進事業 

 

３ （事業番号 22） 

 ＜じん肺等対策事業＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．７ 

・有害物露防止対策補助金事業 

・デジタル技術を活用した労働基準行政におけるサービス向上と業務改革の一体的

な推進のための拠点業務プロセス再構築モデル事業 

 

４ （事業番号 27） 

 ＜メンタルヘルス対策等事業＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．11 

・職場におけるメンタルヘルス対策の促進 

 

５ （事業番号 30） 

 ＜建設業等における労働災害防止対策費＞・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．13 

・自然災害からの復旧・復興工事安全衛生確保支援事業 

・建設業の一人親方等の安全衛生支援事業 

 

６ （事業番号 31） 

 ＜第三次産業等労働災害防止対策支援事業＞・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．17 

・高年齢労働者安全衛生対策推進費（エイジフレンドリー補助金等） 

・大規模店舗・多店舗展開企業等に対する安全管理の支援 

 

７ （事業番号 33） 

 ＜機械等の災害防止対策費＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．21 

・スマート保安の推進に対応した労働安全対策費 

 

資料９ 

 

参考２ 



８ （事業番号 34） 

 特定分野の労働者の労働災害防止活動促進費＞・・・・・・・・・・・・ Ｐ．23 

・特定分野の労働者の労働災害防止活動促進費 

 

９ （事業番号 35） 

 ＜自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備等＞・・・・・・・ Ｐ．25 

・自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備等 

 

１０ （事業番号 37） 

 ＜女性就業支援・母性健康管理等対策費＞・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．27 

・女性就業支援・母性健康管理等対策費 

 

１１ （事業番号 42） 

 ＜産業医学振興経費＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．33 

・災害産業保健センター（仮称）の設置 

・高年齢労働者産業保健研究センター（仮称）の設置 

 

１２ （事業番号 44） 

 ＜未払賃金立替払事務実施費＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．37 

・未払賃金立替払事務実施費 

 

１３ （事業番号 45） 

＜過重労働の解消及び仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み方の見直し＞ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．39 

・中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業等 

 

１４ （事業番号 47） 

 ＜医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のための取組＞・・・・ Ｐ．43 

・医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のための取組 



ＮＯ．１

令和２年度事業番号

17

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

1,308,466(千円) 1,493,133(千円)

期待される
施策効果

＜労働安全衛生法に基づく免許証発行等事務サポート事業＞
　免許証の発行時におけるチェックや不備書類の返送及び督促、免許証の発送等の一部事務を外務委託する
ことにより、免許証発行期間の短縮及び免許証発行の適正化を図ることができる。

＜職場の安全衛生の周知・意識啓発等事業＞
　形式審査機能を持つ帳票の活用に伴う行政手続の効率化・簡素化により、事業者の負担軽減が期待され
る。

その他特記事項

事業の必要性

＜労働安全衛生法に基づく免許証発行等事務サポート事業＞
　労働安全衛生法では、労働災害防止のため、つり上げ荷重が５トン以上のクレーンの運転等、特に危険・
有害な業務について免許制度を設けている。労働者は免許証を携帯していなければ当該業務に就くことがで
きないため、試験合格等の後、免許証の申請から発行までの期間をできるだけ短くする必要がある。
　しかし、近年の免許証申請件数の増加により、慢性的に免許証発行までの期間が長期化しており、労働者
の就労機会が損なわれている。また、局署は早急に業務に就く必要がある労働者からの発行状況の確認や苦
情等の電話対応に追われ、従来の安全衛生業務が圧迫されている。
　このため、免許証申請書類のチェック、不備書類の返送及び督促、免許証の発送等の行政機関の権限行使
に当たらない事務の外部委託等により、免許証発行期間の短縮及び免許証発行の適正化を図る。

＜職場の安全衛生の周知・意識啓発等事業＞
　行政手続きの効率化・簡素化を推進するため、労働基準監督署に届出を行う安全衛生関係の帳票につい
て、記載不備があった場合の差戻しや問い合わせに係る申請者の負担軽減を図る必要がある。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

＜労働安全衛生法に基づく免許証発行等事務サポート事業＞
　本事業は、特に危険・有害な業務に係る労働安全衛生法に基づく免許制度を安定的に運営することから、
労働者の安全及び衛生の確保に資するものであり、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適う事業で
あるため、社会復帰促進等事業で行う必要がある。

＜職場の安全衛生の周知・意識啓発等事業＞
　本事業は、行政手続きの効率化・簡素化を推進することにより、事業者の負担軽減を図ることで、自主的
な安全衛生対策の推進を図るものである。このため、本事業は事業者による労働者の安全及び衛生の確保に
資するものであり、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適う事業であるため、社会復帰促進等事業
で行う必要がある。

事業全体の
経費削減内容

　計画届審査員設置経費や安全衛生施設整備費等について削減している。

実施主体 民間事業者等

令和２年度の
事業概要

　「労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省令」第24条但書に規定する指定機
関として、登録教習機関の自主的な情報提供等に基づき登録教習機関から技能講習修了者の帳簿を引き受
け、これを管理し、労働安全衛生規則第82条第３項及び第４項の規定に基づき、申請者に対し、技能講習を
修了したことを証する書面の交付等を行う。
　また、事業場が自主的に安全衛生対策に取り組めるよう災害統計や過去の災害やヒヤリハット事例、安全
衛生視聴覚教材、化学物質等の必要な情報を、「職場のあんぜんサイト」を通じて提供する。さらに、既に
自主的な対応を進めている事業場の参画を得て、安全対策や活動の実例を業種や企業を超えて共有化するこ
とにより、事業場の安全意識を高める。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

＜労働安全衛生法に基づく免許証発行等事務サポート事業＞
　労働安全衛生法に基づく免許証の申請から発行までの期間を短縮し、労働者が試験合格等の後、早期に業
務に就けるようにするため、免許証申請書類のチェック等の事務を行う。

＜職場の安全衛生の周知・意識啓発等事業＞
　労働基準監督署に届出を行う安全衛生関係の帳票について、形式審査機能を持つ帳票（記載不備等があっ
た場合にエラーを表示する帳票）の公開等を行う。

事業名
労働安全衛生法に基づく免許証発行等事務サポート
事業、職場の安全衛生の周知・意識啓発等事業、
（事業番号17　安全衛生啓発指導等経費）

担当係 労働基準局安全衛生部計画課計画班、安全課業務第一係

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）
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ＮＯ．２

令和２年度事業番号

21

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

588,131(千円) 539,312(千円)

事業名
（事業番号21　職業病予防対策の推進）
　事務所環境改善促進事業

担当係 労働基準局安全衛生部労働衛生課物理班、電離放射線労働者健康対策室、環境改善室

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

実施主体 民間事業者等

令和２年度の
事業概要

　技術革新の進展に伴う新原材料等の採用による新しい職業病の発生等に対処するための総合的な委員会の
開催や職場における熱中症予防対策の推進を行うことにより、適正な職業病予防対策の推進を図る。
　東電福島第一原発緊急作業従事者の被ばく管理徹底のため、東電福島第一原発の作業届について、被ばく
防護措置が適切であるか確認するとともに、立ち入り調査等適切な指導等を実施する。
　緊急作業従事者の作業内容、被ばく線量等に関するデータベースの運用を行うとともに、緊急作業に従事
した者の健康相談及び保健指導を実施する。また、一定の被ばく線量を超えた離職者等に対する健康診断等
を実施する。
　眼の水晶体の被ばく限度の引下げた改正電離放射線障害防止規則が令和３年４月１日から施行されること
をふまえ、
①放射線業務を行う事業場に対して、自主点検及び説明会を行う。
②眼の水晶体への被ばく線量が高い業務を行う事業者に対し、事業場として労働者の被ばく線量を組織的に
管理する仕組みである、放射線被ばく管理に関する労働安全衛生マネジメントシステムの導入を支援する。
③眼の水晶体が受ける被ばく線量が高い労働者を雇用する者に対し、当該被ばく線量を低減するための器具
の購入費の一部を補助する。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

　改正される事務所衛生基準規則及び事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針に
ついて、中小企業等に対して
①改正事務所則及び改正快適職場指針の周知
②事務所環境改善のためのマニュアル及び事例集作成
③マニュアル及び事例集を使用したオンライン説明会の開催
④事務所環境改善に係る個別相談対応
　を実施することにより、中小企業等の事務所の衛生環境整備を促すことで、事務所における労働者の健康
の確保を推進する。

期待される
施策効果

　事務所衛生基準規則及び事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針に基づいた事
務所の衛生環境整備を促すことで、事務所における労働者の健康を確保し、業務上の災害及び疾病の防止に
寄与することが期待される。

その他特記事項

事業の必要性

　働き方の多様化への対応、女性や障害者等も含めたすべての労働者にとっての健康で快適な職場環境の支
援という観点から、事務所の環境の整備が必要となっている。これらを踏まえ、「働き方改革を推進するた
めの関係法律の整備に関する法律案に対する附帯決議」（平成30年６月28日参議院厚生労働委員会）におい
ても、事務所の環境整備のための関係法令等の必要な見直しが決議されている。
　本事業は、改正される事務所衛生基準規則及び事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関
する指針について、これらを具体化する事務所環境改善のためのマニュアル及び事例集を作成し、説明会や
個別相談によってそれを周知することにより、中小企業等における多様な働き方をする労働者、女性、障害
者等全ての労働者にとって健康で快適な事務所環境の整備を図るものであり、事務所における労働者の健康
を確保し、業務上の災害及び疾病の防止に寄与するものである。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

　本事業は、事務所における労働者の休養、清潔保持等のために事業者が講ずるべき必要な措置の周知や事
務所環境改善のためのマニュアルの作成等により、事務所の衛生環境の改善を促すことで労働者の健康の確
保を図るものであり、業務上の災害及び疾病の防止に寄与するものである。
　したがって、本事業は、労働者災害補償保法第29条第１項第３号に適うものであり、社会復帰促進等事業
として実施する必要がある。

事業全体の
経費削減内容

　眼の水晶体が受ける被ばく線量が高い労働者を雇用する者に対する被ばく線量を低減するための器具の購
入費について、令和２年度限りで廃止すること等により、45,935千円の減額（令和２年度予算：585,247千円
→令和３年度要求：539,312千円）となっている。
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事
務
所
環
境
改
善
促
進
事
業
（
新
規
：
23
,2
03
千
円
）

令
和
３
年
度
予
定
額

4.
0億
円

事
務
所
の
休
養
、清
潔
保
持
等
の
設
備
等
の
基
準
は
事
務
所
労
働
基
準
規
則
（
事
務
所
則
）
に
よ
り定
め
られ
て
い
る
が
、働
き
方
の
多
様
化

へ
の
対
応
、女
性
や
障
害
者
等
も
含
め
た
す
べ
て
の
労
働
者
に
とっ
て
の
健
康
で
快
適
な
職
場
環
境
の
支
援
とい
う観
点
か
ら、
事
務
所
の
環
境

の
整
備
が
必
要
。

働
き
方
改
革
に
関
す
る
法
案
の
附
帯
決
議
で
、事
務
所
の
環
境
整
備
の
た
め
の
関
係
法
令
等
の
必
要
な
見
直
しが
決
議
され
て
い
る
。

しか
し、
資
力
の
乏
し
い
中
小
企
業
等
に
お
い
て
は
、実
施
が
難
しく
、新
型
コロ
ナ
感
染
症
拡
大
防
止
に
よ
る
操
業
自
粛
等
の
経
営
環
境
の
悪

化
とい
った
状
況
も
あ
り、
単
に
法
令
上
の
最
低
基
準
を
引
き上
げ
て
も
、実
態
が
伴
わ
な
い
恐
れ
。

この
た
め
、事
務
所
則
の
改
正
に
加
え
事
業
者
が
講
ず
べ
き
快
適
な
職
場
環
境
の
形
成
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
指
針
（
快
適
職
場
指
針
）
を

改
正
す
る
とと
も
に
、事
務
所
の
環
境
改
善
を
す
る
た
め
の
具
体
的
な
マ
ニ
ュア
ル
及
び
事
例
集
を
作
成
し、
分
か
りや
す
い
も
の
とす
る
。

説
明
会
や
個
別
相
談
に
よ
って
それ
を
周
知
す
る
こと
に
よ
り、
中
小
企
業
等
に
お
け
る
事
務
所
環
境
改
善
を
促
進
す
る
。

実
施
す
る
内
容

①
改
正
事
務
所
則
及
び
改
正
快
適
職
場
指
針
を
周
知
す
る
パ
ンフ
レ
ット
作
成

②
事
務
所
環
境
改
善
に
必
要
とな
る
措
置
を
分
か
りや
す
く示
す
マ
ニュ
ア
ル
及
び
事
例
集
の
作
成

③
事
務
所
環
境
を
改
善
す
る
た
め
に
必
要
な
対
応
の
事
業
者
向
け
オ
ンラ
イン
説
明
会
の
開
催

④
事
務
所
環
境
改
善
に
係
る
事
業
者
か
らの
個
別
の
相
談
へ
の
対
応

公
募
に
よ
る
選
定

委
託

■
事
務
所
環
境
改
善
に
伴
う疑
問
や
相
談
に
つ
い
て
対
応
す
る
。

個
別
相
談
事
業

■
改
正
事
務
所
則
及
び
改
正
快
適
職
場
指
針
の
周
知
を行
う。

■
ま
た
、事
務
所
則
及
び
快
適
職
場
指
針
の
改
正
に
伴
う、
事
務
所
の
環
境
整
備
に

求
め
られ
る
措
置
を明
確
に
し、
事
業
者
が
円
滑
に
事
務
所
環
境
の
改
善
を実
施

で
き
る
よう
に
す
る
。改
正
事
務
所
則
、改
正
快
適
職
場
指
針

マ
ニ
ュア
ル
及
び
事
例
集
周
知
業
務

マ
ニ
ュ
ア
ル
及
び

事
例
集
作
成

説
明
会
開
催

個
別
相
談
対
応

説
明
会
の
開
催

個
別
の
相
談
へ
の
対
応

事
業
者
へ
の

広
報
・周
知

■
作
成
した
マニ
ュア
ル
及
び
事
例
集
を使
用
して
事
務
所
環
境
の
改
善
に
係
る
オ
ンラ

イン
説
明
会
を開
催
し、
事
業
者
へ
の
周
知
を行
う。

オ
ン
ラ
イ
ン
説
明
会
業
務

受
託
者

厚
労
省

中
小
企
業
等

事
業
者
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ＮＯ．３

令和２年度事業番号

22

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

2,664,809(千円) 2,896,339(千円)

事業名

有害物ばく露防止対策補助金事業、デジタル技術を活
用した労働基準行政におけるサービス向上と業務改革
の一体的な推進のための拠点業務プロセス再構築モデ
ル事業
（事業番号22　じん肺等対策事業）

担当係
労働基準局安全衛生部化学物質対策課衛生対策班・環境改善室環境改善係、総務課労働基準行政システム連携シ
ステム構築推進チーム

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

実施主体 民間団体等、国

令和２年度の
事業概要

　「第９次粉じん障害防止総合対策」に基づき、呼吸用保護具の使用の徹底及び適正な使用の推進並びにじん肺
健康診断の着実な実施を図るため講習会の実施等を行うとともに、石綿業務等有害な業務に従事し離職した労働
者等に対して健康管理手帳を交付し、特殊健康診断等を実施する。
　また、石綿含有建築物の解体作業に従事する労働者の石綿による健康被害を生じさせないよう、改正石綿障害
予防規則に基づく事前調査方法・分析方法に応じたテキスト等の作成や説明会開催等を行う。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

＜有害物ばく露防止対策補助金事業＞
　金属アーク溶接等の作業で発生する溶接ヒュームは、国際がん研究機構（ＩＡＲＣ）により発がん性が指摘さ
れるとともに、神経機能障害が多数報告されていることから、本年４月の特定化学物質障害予防規則（以下「特
化則」という。）等の改正により、特定化学物質として規制されるとともに、屋内で継続的に行われる溶接作業
については、溶接ヒュームのばく露測定結果に応じた呼吸用保護具の使用等が義務付けられた。令和３年４月１
日からの経過措置中である既存の金属アーク溶接等作業を継続して行う屋内作業場での濃度測定を行う中小事業
者に対し、令和３年度に次の事業を行う。
１ 有害物ばく露測定等個別相談・広報業務
２ 有害物（溶接ヒューム）ばく露測定助成金

＜労働基準行政におけるサービス向上と業務改革の一体的な推進のための拠点業務プロセス再構築モデル事業＞
　労働安全衛生法第67条（健康管理手帳制度）に基づき労働局が行う事務（離職後の健康管理支援業務）は情報
システム化されていない業務であるところ、適正なのシステムとなるよう、令和３年度においては専門家による
要件定義工程（業務調査分析、要件分析、仕様作成）を実施するもの。

期待される
施策効果

＜有害物ばく露防止対策補助金事業＞
　約30万人に及ぶ金属アーク溶接等作業に従事する労働者の健康確保を図られる。
＜労働基準行政におけるサービス向上と業務改革の一体的な推進のための拠点業務プロセス再構築モデル事業＞
　それぞれの労働局において独自に業務情報を管理している現状を見直し、全国の拠点をネットワークで結ぶ
データベースを構築するとともに、当該データベースを活用した行政サービスの向上（健康診断受診率の向上）
や業務プロセスの見直しにも取り組むことにより、離職後の健康管理支援の全国的な充実を図ることが期待でき
る。

その他特記事項

事業の必要性

＜有害物ばく露防止対策補助金事業＞
　溶接に従事する者は約30万人、事業者は約１万にのぼり、そのほとんどが中小企業という実態があり、さら
に、新型コロナ感染症による需要減や操業自粛等による経営環境の悪化も重なり、経過措置期間満了日までに、
既存の金属アーク溶接等作業に対して、法令上作業環境の改善及び呼吸用保護具の決定に必要となる、溶接
ヒュームの濃度測定に支障が生じるおそれがある。
　このため、金属アーク溶接等作業に従事する労働者の健康確保のために、事業者に対し、改正特化則を周知、
個別相談を行った上で、中小企業に対して、溶接ヒュームの濃度測定を確実に実施する仕組みが必要である。

＜労働基準行政におけるサービス向上と業務改革の一体的な推進のための拠点業務プロセス再構築モデル事業＞
　現行の事務処理においては、健康管理手帳被交付者の住所変更に伴う労働局間台帳移管や健康診断案内通知の
準備発送等の業務一切を手作業で行っており、迅速的確な離職後の健康管理支援サービス提供につながっていな
いため、解決策として情報システムの活用が有効と考えられる。
　しかし、情報システムを構築すること自体は目的でなく、新たに情報システム化を図るにあたっては、行政
サービスの向上（健康診断受診率の向上）や業務プロセスの見直しにも一緒に取り組むことが、適正規模のシス
テム投資を実現するうえでも重要となる。これら各課題に一体的に取り組む要件定義工程を実施するためには、
多方面の関係領域（情報技術、サービスデザイン、ＢＰＲ）に精通する専門的な知見を有する者による本事業が
必要である。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

＜有害物ばく露防止対策補助金事業＞
　本事業は、溶接ヒュームのばく露防止のため、金属アーク溶接等作業を継続して行う屋内作業場での溶接
ヒュームの濃度測定を実施し、その結果に応じた有効な呼吸用保護具の選択をすることにより、金属アーク溶接
等作業に従事する労働者の健康障害を防止することとなることから、労働者の健康の確保に寄与するものであ
る。
　したがって、本事業は、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適うものであり、社会復帰促進等事業と
して実施する必要があるものである。

＜労働基準行政におけるサービス向上と業務改革の一体的な推進のための拠点業務プロセス再構築モデル事業＞
　情報システム化や業務プロセス見直しを図って、迅速的確なサービスを提供することを可能とすれば、健康管
理手帳被交付者の健康状態の適切な把握や、早期発見、早期治療などの適切な健康管理をきめ細かく行えること
につながるものである。
　したがって、本事業は、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適うものであり、社会復帰促進等事業と
して実施する必要があるものである。

事業全体の
経費削減内容

　作業環境管理等対策事業の一部事業の廃止や、石綿による健康障害予防対策の推進事業のうち、建築物の解体
時の石綿漏洩防止対策に係る周知啓発の委託費を減額することにより、経費削減をした。
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有
害
物
ば
く露
防
止
対
策
の
支
援

令
和
３
年
度
要
求
額
1
.7
億
円

金
属
ア
ー
ク
溶
接
等
の
作
業
で
発
生
す
る
溶
接
ヒュ
ー
ム
は
、発
が
ん
性
が
認
め
られ
、神
経
機
能
障
害
を
発
生
させ
る
。

この
た
め
、本
年
６
月
の
法
令
改
正
に
よ
り、
特
定
化
学
物
質
とさ
れ
、屋
内
の
溶
接
作
業
で
は
、溶
接
ヒュ
ー
ム
の
ば
く露
測
定
結
果
に
応
じた
呼

吸
用
保
護
具
の
選
定
及
び
使
用
等
が
義
務
付
け
られ
た
（
令
和
４
年
４
月
１
日
全
面
施
行
）
。

溶
接
に
従
事
す
る
者
は
約
30
万
人
、事
業
者
は
約
１
万
に
の
ぼ
り、
その
ほ
とん
どが
資
力
の
乏
しい
中
小
企
業
。新
型
コロ
ナ
感
染
症
拡
大
防
止

に
よ
る
需
要
減
や
操
業
自
粛
等
に
よ
る
経
営
環
境
の
悪
化
も
重
な
って
い
る
状
況
で
あ
る
こと
か
ら、
既
存
の
溶
接
作
業
に
つ
い
て
、経
過
措
置
期
間

満
了
日
ま
で
に
、
既
存
の
金
属
ア
ー
ク
溶
接
等
作
業
に
対
し
て
、
法
令
上
作
業
環
境
の
改
善
及
び
呼
吸
用
保
護
具
の
決
定
に
必
要
と
な
る
、

溶
接
ヒ
ュ
ー
ム
ば
く
露
測
定
に
支
障
が
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
。

この
た
め
、改
正
特
化
則
の
経
過
措
置
期
間
中
に
お
け
る
ば
く露
防
止
措
置
を
支
援
し、
法
令
改
正
を
円
滑
に
施
行
す
る
とと
も
に
、法
令
改
正
の

効
果
を
可
能
な
限
り先
取
りす
る
た
め
、中
小
企
業
に
対
して
、溶
接
ヒュ
ー
ム
ば
く露
測
定
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
。

国
補
助
事
業
者

金
属
ア
ー
ク溶
接
等
作
業

を
行
う中
小
企
業

定
額
補
助
金

間
接
補
助
金
※

補
助
率
1/
2

公
募
に
よ
る
選
定

※
公
募
に
よる
。

サ
ン
プ
ラ
ー

ポ
ン
プ

【金
属
アー
ク溶
接
等
作
業
の
例
】

【個
人
サ
ンプ
リン
グ
に
よる
測
定
】

補
助
対
象
の
費
用

有
害
物
（
溶
接
ヒュ
ー
ム
）
ば
く露
防
止
対
策
の
実
施
の
た
め

に
要
す
る
費
用

支
給
対
象
：
溶
接
ヒュ
ー
ム
の
ば
く露
測
定
（
中
小
企
業
事
業
者
）

（
上
限
４
万
円
の
1/
2）
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情
報
シ
ス
テ
ム
化
され
て
い
な
い
、離
職
後
の
健
康
管
理
支
援
業
務
。

事
業
イ
メ
ー
ジ

本
事
業
の
主
要
対
象
業
務

事
業
イメ
ー
ジ

現
行
業
務
の
あ
らま
し

離
職
後
の
健
康
管
理
支
援
業
務

○
重
度
の
健
康
障
害
を
生
ず
る
お
そ
れ
の
あ
る
業
務
に
従
事
歴
の
あ
る
者
（
健
康
管
理
手
帳
被
交
付
者
）
に
対
し、
早
期
発
見
の
た
め
に
、国
費
で
健
康
診
断
を

行
う制
度
に
基
づ
く業
務
。

○
手
帳
の
新
規
交
付
事
務
か
ら、
業
務
拠
点
（
都
道
府
県
労
働
局
）
間
の
移
管
、健
康
診
断
受
診
案
内
の
発
送
、医
療
機
関
へ
の
受
診
費
支
払
等
の
具
体
的

事
務
が
あ
る
が
、全
国
シ
ス
テ
ム
化
され
て
お
らず
、各
拠
点
が
ロー
カル
で
業
務
情
報
を
管
理
して
お
り、
移
管
漏
れ
や
案
内
漏
れ
を
発
生
させ
な
い
た
め
の
点
検
等
作

業
負
荷
の
低
減
が
課
題
。

業
務
拠
点
（
労
働
局
・労
働
基
準
監
督
署
）
に
対
す
る
実
地
に
よ
る
徹
底
した
業
務
調
査
と業
務
分
析

ロ
ー
カ
ル
な
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
見
直
し検
討

全
国
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
構
築
の
た
め
の
仕
様
作
成

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
見
直
し

適
正
規
模
の
シ
ス
テ
ム
投
資
の
実
現

9
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ＮＯ．４

令和２年度事業番号

27

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

153,447(千円) 253,438(千円)

事業名
（事業番号27　メンタルヘルス対策等事業）
職場におけるメンタルヘルス対策の促進

担当係 労働基準局安全衛生部労働衛生課産業保健支援室メンタルヘルス対策係

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

実施主体 民間事業者

令和２年度の
事業概要

　メンタルヘルス対策を推進するため、メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による情報提供等
を実施する。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

　メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」において、新型コロナウイルス感染症によるメンタルヘ
ルス不調等について対応するため、電話相談体制を拡充する。
　また、メンタルヘルス対策をいっそう充実するため、新たな働き方として急速に普及したテレワークに対
応したメンタルヘルス対策の検討、及び制度創設から５年が経過するストレスチェック制度についての効果
検証を実施する。

期待される
施策効果

　職場におけるメンタルヘルス対策の推進により、労働者の心の健康の確保が図られ、業務上の災害及び疾
病の防止に寄与することが期待される。

その他特記事項

事業の必要性

　職場におけるメンタルヘルス対策については、「第13次労働災害防止計画」（平成30年２月策定）におい
て「メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以上」「仕事上の不安、悩み又はストレスに
ついて、職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を90％以上」「ストレスチェック結果を集
団分析し、その結果を活用した事業場の割合を60以上」とする目標が定められており引き続き事業者及び労
働者に対する支援を充実することが重要であるほか、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」（平成
30年７月閣議決定）において国が労働者等からのメンタルヘルス等の相談体制の整備を図ることとされてい
る。
　このうちストレスチェック制度については、制度創設から５年が経過するが、小規模事業場での実施を一
層推進していくことが重要であることから、その効果検証を通して、一層の普及方策等を検討する必要があ
る。
　また、今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、これに関連した働く人のメンタルヘルス不調
等についての相談ニーズが高まっていることから、「こころの耳」の相談体制の拡充やテレワークに対応し
たメンタルヘルス対策の検討により、こうしたニーズに対応することが必要である。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

　本事業は、メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」における職場のメンタルヘルスに関する総合
的な情報提供やメンタル不調等に関する相談対応等により、職場におけるメンタルヘルス対策を促進し、労
働者の心の健康の確保を図るものであり、業務上の災害及び疾病の防止に寄与するものである。
　したがって、本事業は、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適うものであり、社会復帰促進等事
業として実施する必要がある。

事業全体の
経費削減内容

　企業における健康増進取組によるメンタルヘルス対策等の推進検討に係る事業を廃止した。
　また、メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」のサイト運営経費（維持費・改修費）等について
削減した。
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職
場
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
促
進

（
労
働
安
全
衛
生
調
査
）

「
第
1
3
次
労
働
災
害
防
止
計
画
」
に
お
け
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
目
標

平
成
2
9
(
2
0
1
7
)
年

目
標
9
0
％

１
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
・
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
充
実

・
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
「
こ
こ
ろ
の
耳
」
の
運
用
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
す
る
こ
と
も
含
む
職
場
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
等
に
関
す
る
電
話
・

メ
ー
ル
・
S
N
S
相
談
対
応
、
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
、
事
業
場
の
事
例
公
表
等
情
報
提
供
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
実
施
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
等
）
【
一
部
拡
充
】

・
利
用
者
増
加
に
向
け
た
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
周
知
・
広
報

２
職
場
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

企
業
に
お
け
る
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
に
係
る
取
組
の
優
良
事
例
の
公
表
・
共
有
を
目
的
と
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

３
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
制
度
の
効
果
検
証
（
新
規
）

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
制
度
の
実
施
を
通
じ
た
職
場
改
善
に
関
す
る
事
例
の
収
集
や
デ
ー
タ
分
析
等
に
よ
る
効
果
検
証

４
テ
レ
ワ
ー
ク
に
対
応
し
た
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
検
討
（
新
規
）

新
た
な
働
き
方
と
し
て
急
速
に
普
及
し
た
テ
レ
ワ
ー
ク
に
対
応
す
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
手
法
の
検
討
・
手
引
き
の
作
成

①
仕
事
上
の
不
安
、
悩
み
又
は
ス
ト
レ
ス
に
つ
い
て
、
職
場
に

事
業
場
外
資
源
を
含
め
た
相
談
先
が
あ
る
労
働
者
の
割
合

令
和
4
(
2
0
2
2
)
年

7
2
.5
％

（
労
働
安
全
衛
生
調
査
）

目
標
8
0
％

②
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
事
業
場
の
割
合

5
8
.4
％

（
労
働
安
全
衛
生
調
査
）

目
標
6
0
％

③
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
結
果
を
集
団
分
析
し
、
そ
の
結
果
を
活
用

し
た
事
業
場
の
割
合

5
1
.7
％

令
和
３
年
度
要
求
額

25
3,

43
8 

(1
53

,4
47

)千
円
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ＮＯ．５

令和２年度事業番号

30

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

466,788(千円) 395,837(千円)

事業名

自然災害からの復旧・復興工事安全衛生確保支援事
業、建設業の一人親方等の安全衛生支援事業
（事業番号30　建設業等における労働災害防止対策
費）

担当係 労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

実施主体 民間事業者等

令和２年度の
事業概要

　東日本大震災及び熊本地震に係る復旧・復興工事に係る中小事業者を重点対象として、岩手県、宮城
県、福島県、熊本県に安全衛生対策の拠点を設置し、安全専門家による巡回指導等の復旧・復興工事にお
ける安全衛生確保を支援するための事業を実施する。
　足場からの墜落防止措置に係る「より安全な措置」について、専門家による現場の調査・診断や説明会
を実施する。
　東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、首都圏で増加する建設工事における労働災害を防
止するため、安全専門家による巡回指導、新規入職者や管理者等に対する安全衛生教育を実施する。
  建設現場において労働者と同様な作業に従事する一人親方等の安全衛生確保のため、一人親方等の業務
の特性や作業の実態を踏まえた安全衛生に関する研修会や建設現場における技術指導を通し、一人親方等
に対して安全衛生に関する知識習得等を支援する。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

＜自然災害からの復旧・復興工事安全衛生確保支援事業＞
　これまでの活動を通して蓄積された復旧・復興工事における安全衛生確保対策のノウハウを取りまと
め、検討委員会を設置し、復旧・復興工事の安全衛生確保対策のあり方等を検討し、今後発生する大規模
自然災害からの復旧・復興工事の安全確保に資する報告書を作成する。

＜建設業の一人親方等の安全衛生支援事業＞
　一人親方の業務の特性や作業実態を踏まえた安全衛生に関するテキストを作成し、また、このテキスト
を使用した研修会を実施する。

期待される
施策効果

＜自然災害からの復旧・復興工事安全衛生確保支援事業＞
　復旧・復興工事に従事する労働者の安全衛生確保の促進が期待される。

＜建設業の一人親方等の安全衛生支援事業＞
　一人親方等に対し安全衛生に係る知識を付与し、業務災害の防止を図られる。

その他特記事項

事業の必要性

＜自然災害からの復旧・復興工事安全衛生確保支援事業＞
　これまでの活動を通して蓄積された復旧・復興工事における安全衛生確保対策のノウハウを取りまと
め、報告書を作成することにより、今後発生しうる大規模自然災害からの復旧・復興工事について安全確
保の支援を行う必要がある。

＜建設業の一人親方等の安全衛生支援事業＞
　建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律に基づき策定された基本計画（閣議決定）に
｢技能を持った建設工事の担い手である一人親方等の安全及び健康の確保について、特段の対応が必要で
ある。一人親方等に対してその業務の特性や作業の実態を踏まえた安全衛生に関する知識習得等を支援す
る。｣と定められ、これに基づく対応が必要となる中、一人親方等が工事現場で安心して働くためには、
工事現場内で一人親方等を管理する元請け等の事業者に対して、一人親方等に対する安全衛生対策等の管
理上のポイントを周知することが必要である。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

＜自然災害からの復旧・復興工事安全衛生確保支援事業＞
　本事業は、建設現場等における労働災害防止を図るための事業であり、労働災害の減少に寄与すること
は、事業者による労働者の安全及び衛生の確保に資するものとして、労働者災害補償保険法第29条第１項
第３号に適うものであることから、社会復帰促進等事業で行う必要がある。

＜建設業の一人親方等の安全衛生支援事業＞
　本事業は、建設現場等における労働災害防止を図るための事業であり、労働災害の減少に寄与すること
は、事業者による労働者の安全及び健康の確保に資するものとして、労働者災害補償保険法第29条第１項
第３号に適うものであることから、社会復帰促進等事業で行う必要がある。

事業全体の
経費削減内容

安全衛生専門家による巡回指導の件数を減少させたほか、安全衛生教育の一部をオンライン化すること
で、経費の削減を行った。
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一
人
親
方
等
に
対
す
る
安
全
衛
生
対
策
に
係
る
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
。

一
人
親
方
等
を
使
用
す
る
事
業
者
に
対
す
る
留
意
事
項
を
ま
と
め
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
。

一
人
親
方
等
に
対
す
る
、
安
全
衛
生
教
育
を
実
施
す
る
（
全
国
６
ブ
ロ
ッ
ク
、
各
３
回
、

W
EB
）
。

一
人
親
方
等
が
入
場
し
て
い
る
現
場
（
主
に
木
建
工
事
を
念
頭
）
に
対
す
る
巡
回
指
導
（
全

国
で
１
０
０
人
の
指
導
員
が
年
間
２
４
日
活
動
）
。

一
人
親
方
等
の
死
亡
災
害
は
、
平
成
2
6
年
に
6
4
人
、
平
成
2
7
年
に
8
1
人
、
平
成
2
8
年
に

7
5
人
、
平
成
2
9
年
の
1
0
3
人
を
ピ
ー
ク
に
微
減
し
て
い
る
も
の
の
高
止
ま
り
。

こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
建
設
工
事
従
事
者
の
安
全
及
び
健
康
の
確
保
の
推
進
に
関
す

る
法
律
（
平
成
2
9
年
３
月
施
行
）
で
は
、
一
人
親
方
等
を
含
め
、
建
設
工
事
従
事
者
の
安

全
と
健
康
の
確
保
に
つ
い
て
、
国
が
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

建
設
業
の
一
人
親
方
等
の
安
全
衛
生
活
動
支
援
事
業

必
要
性
【
な
ぜ
】

≪
一
人
親
方
等
の
死
亡
災
害
発
生
状
況
≫

厚
生
労
働
省

受
託
者

教
育
の
実
施

巡
回
指
導
の
実
施

一
人
親
方
等
の
安
全
衛
生

に
関
す
る
知
識
の
向
上

一
人
親
方
を
含
む
建
設
工
事
従
事
者

の
安
全
衛
生
水
準
の
向
上

≪
事
業
運
営
の
イ
メ
ー
ジ
≫

委
託
契
約

建
設
工
事
従
事
者
の
安
全
及
び
健
康
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
策
定

さ
れ
た
基
本
計
画
（
閣
議
決
定
）
に
基
づ
く
対
応
が
必
要
。

緊
急
性
【
い
ま
】

（
基
本
計
画
よ
り
抜
粋
）

技
能
を
持
っ
た
建
設
工
事
の
担
い
手
で
あ
る
一
人
親
方
等
の
安
全
及
び
健
康
の
確
保

に
つ
い
て
、
特
段
の
対
応
が
必
要
で
あ
る
。

一
人
親
方
等
に
対
し
て
そ
の
業
務
の
特
性
や
作
業
の
実
態
を
踏
ま
え
た
安
全
衛
生
に

関
す
る
知
識
習
得
等
を
支
援
す
る
。

事
業
概
要

一
人
親
方
等
に
対
し
安
全
衛
生
に
係
る
知
識
を
付
与
し
、
業
務
災
害
の
防
止
を
図
る
。

有
効
性
【
期
待
さ
れ
る
効
果
】

64

81
75

10
3

96
92

37
7

32
7

29
4

32
3

30
9

26
9

010
0

20
0

30
0

40
0

50
0

02040608010
0

12
0

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R1

一
人
親
方
等

労
働
者

(人
)

(人
)

令
和
３
年
度
要
求
額

81
,0

34
（

77
,8

50
）
千
円
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自
然
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
工
事
安
全
衛
生
確
保
支
援
事
業

震
災
復
旧
・
復
興
工
事
の
進
展
に
応
じ
て
、
公
共
建
築
物
の
建
設
や
大
規
模
宅
地
造
成
等
本
格
的
な

復
旧
・
復
興
工
事
が
実
施
さ
れ
る
。

公
共
工
事
に
加
え
て
民
間
発
注
の
比
較
的
小
規
模
な
工
事
が
短
期
間
で
大
量
に
行
わ
れ
る
。

被
災
三
県
の
建
設
業
は
復
旧
・
復
興
需
要
の
た
め
活
況
を
呈
し
て
お
り
、
震
災
前
の
平
成

22
年
と
比
較
し

て
、
労
働
災
害
が
増
加
し
て
い
る

※
被
災
三
県
の
建
設
業
に
お
け
る
休
業
４
日
以
上
の
労
働
災
害
の
被
災
者
数
は
、
平
成

22
年

76
2人
と
比
較
し
、
平
成

23
年

1,
08

4
人
、
平
成

24
年

1,
26

4人
、
平
成

25
年

1,
23

1人
、
平
成

26
年

1,
22

5人
、
平
成

27
年

1,
08

7人
、
平
成

28
年

1,
11

6人
、
平
成

29
年

1,
00

8人
、
平
成

30
年

97
2人
、
平
成

31
年

/令
和
元
年

94
8人
と
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
。
特
に
死
亡
者
数
に
つ
い
て
は
、
平
成

22
年

の
13
人
か
ら
上
昇
し
て
以
来
、

20
人
を
割
っ
て
い
な
い
。

※
熊
本
に
つ
い
て
も
、
休
業
４
日
以
上
の
死
傷
者
数
は
、
平
成

27
年

20
0人
と
比
較
し
、
平
成

30
年

33
5人
と
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
。

建
設
需
要
の
急
増
に
よ
り
、
被
災
地
で
は
、
建
設
作
業
員
の
み
な
ら
ず
、
安
全
衛
生
管
理
担
当
者
の
不

足
が
顕
在
化
し
て
い
る
。

※
公
共
工
事
の
縮
減
等
か
ら
建
設
投
資
額
は
ピ
ー
ク
時
の
半
分
程
度
を
底
と
し
て
、
２
割
以
上
上
昇
し
て
い
る
も
の

の
、
い
っ
た
ん
離
れ
た
労
働
者
が
戻
っ
て
こ
ず
、
全
国
的
に
人
材
が
不
足
し
て
い
る
。

※
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
土
木
工
事
の
増
加
、
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
施
設
関
連
工
事
等

の
た
め
建
設
需
要
は
旺
盛
で
、
人
材
不
足
に
拍
車

安
全
衛
生
に
関
す
る
諸
問
題
に
対
応
す
る
た
め
の
拠
点
の
開
設

※
岩
手
・
宮
城
・
福
島
、
熊
本
の
４
県
に
開
設
、
専
門
家
に
よ
る
各
種
の
支
援
の
拠
点
と
す
る
。

安
全
衛
生
専
門
家
に
よ
る
巡
回
指
導

巡
回
指
導
時
に
短
時
間
で
実
施
す
る
ワ
ン
ポ
イ
ン
ト
安
全
衛
生
教
育
の
実
施
（

W
EB
）

安
全
衛
生
教
育
の
効
果
が
高
い
最
新
の
災
害
事
例
集
に
よ
る
教
育
支
援

新
規
参
入
者
の
ほ
か
、
中
小
ゼ
ネ
コ
ン
の
管
理
監
督
者
等
の
安
全
衛
生
の
「
キ
ー
マ
ン
」
に
対
す
る

教
育
・
研
修
の
徹
底
（

W
EB
）

復
旧
・
復
興
工
事
に
お
け
る
労
働
災
害
防
止
対
策
等
の
検
討
、
報
告
書
の
作
成

雇
用
問
題
と
表
裏
一
体
を
な
す
復
旧
・復
興
工
事
に
従
事
す
る
労
働
者
の
安
全
確
保

必
要
性
【
な
ぜ
】

緊
急
性
【
い
ま
】

施
策
概
要

有
効
性
【
期
待
さ
れ
る
効
果
】

《
図
１
》
東
北
被
災
三
県
の
労
働
災
害
の
推
移

国
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
も
と
、
復
旧
・
復
興
工
事
の
関
係
者
が
一
体
と
な
っ
て

震
災
復
旧
・
復
興
工
事
に
お
け
る
労
働
災
害
防
止
対
策
に
取
り
組
む

76
210

84
12

64
12

31
12

25

10
87

11
16

10
08

97
2

94
8

13

36
26

30
28

27

22
20

23
20

010203040506070

0
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0

40
0

60
0
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0
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00
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00
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00

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

H3
1/

R1

(人
)

死
傷
者
数

(人
)

死
亡
者
数

20
0

33
9

40
1

33
5

29
5

4

9

13

7

3

0369121518212427

05010
0

15
0

20
0

25
0

30
0

35
0

40
0

45
0

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

H3
1/

R1

《
図
２
》
熊
本
県
の
労
働
災
害
の
推
移

(人
)

(人
)

死
傷
者
数

死
亡
者
数

令
和
３
年
度
要
求
額

16
4,

49
1(

18
3,

41
2)
千
円
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ＮＯ．６

令和２年度事業番号

31

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

1,795,999(千円) 1,527,033(千円)

事業名

高年齢労働者安全衛生対策推進費（エイジフレンド
リー補助金等）、大規模店舗・多店舗展開企業等に
対する安全管理の支援
（事業番号31　第三次産業等労働災害防止対策支援
事業）

担当係 労働基準局局安全衛生部安全課物流・サービス産業・マネジメント班

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

実施主体 民間事業者等

令和２年度の
事業概要

　腰痛による労働災害が多発している社会福祉施設及び陸上貨物運送事業を対象に腰痛予防教育・対策の講習
会を実施する。また、小売業等における労働災害を防止するため、経営トップ（多店舗展開企業等）を対象と
したトップセミナー等を行う。
　また、中小企業による高年齢労働者の安全・健康確保措置を支援するため、助成金を創設するとともに、高
年齢者の特性に配慮した独創的・先進的な取組を検証し、検証結果を公表する。
　さらに、外国人労働者の労働災害を防止するため、視聴覚教材やVR技術を活用した非言語教育教材、技能講
習補助教材の開発等を行う。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

＜高年齢労働者安全衛生対策推進費（エイジフレンドリー補助金等）＞
　高年齢労働者の安全衛生管理に関する支援について、特に、高年齢労働者の比率が高く、労働災害が増加傾
向にあって対策の推進が必要な業種（社会福祉施設、医療保健業、旅館業、飲食店）を重点対象業種として取
り組む。

＜大規模店舗・多店舗展開企業等に対する安全管理の支援＞
　第三次産業の労災防止に関して広告媒体を活用した広報を行う。加えて新型コロナウイルス感染症の感染拡
大に伴い推進されるテレワーク等の安全衛生対策や、IoT技術を活用した安全衛生活動に応じた安全衛生対策
の実態調査を行う。

期待される
施策効果

＜高年齢労働者安全衛生対策推進費（エイジフレンドリー補助金等）＞
　高年齢労働者が安全で安心して働く職場環境が整備されることは、高年齢労働者を含む全ての労働者の安全
衛生水準の向上に繋がることが期待される。

＜大規模店舗・多店舗展開企業等に対する安全管理の支援＞
　第三次産業における労働災害防止への取組の促進が期待される。また、実態調査により必要な安全衛生対策
の検討が可能となる。

その他特記事項

【成長戦略実行計画（令和元年６月21日閣議決定）】
高齢者のモチベーションや納得性に配慮した、能力及び成果を重視する評価・報酬体系構築の支援、地方公共
団体を中心とした就労促進の取組、キャリア形成支援・リカレント教育の推進、高齢者の安全・健康の確保な
ど、高齢者が能力を発揮し、安心して活躍するための環境を整備する。
【経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）】
あわせて、サービス業で増加している高齢者の労働災害を防止するための取組を推進する。

事業の必要性

＜高年齢労働者安全衛生対策推進費（エイジフレンドリー補助金等）＞
　我が国においては、少子・高齢化の進展に加えて、高年齢者雇用安定法により65歳までの高年齢者雇用確保
措置が義務づけられ、令和３年４月には70歳までの措置の努力義務化が予定されるなどにより、労働者の高年
齢化が一層進むものと予測されている。全世代型社会保障検討会議中間報告においても「労働災害防止や健康
確保の観点から対策を講じ、高齢者が安心して安全に働ける職場環境の構築を支援する。」と言及されてい
る。
　高齢者の身体機能の低下を補う設備・装置の導入や予防的観点からの労働者の筋力強化等の身体機能向上の
ための健康づくり等を促すとともに、高年齢労働者の安全衛生確保対策に取り組む中小企業等を支援すること
により、高年齢労働者が安全で安心して働くことのできる職場環境の実現を促進する必要がある。

＜大規模店舗・多店舗展開企業等に対する安全管理の支援＞
　第三次産業の労働災害は増加傾向にあり、１年間に発生する休業４日以上の労働災害約12万件のうち、その
５割近い災害が第三次産業において発生しており、第13次労働災害防止計画においても小売業、社会福祉施設
等の労働災害の減少目標（死傷年千人率５％減）が掲げられている。
　このため、第三次産業に対する意識付けのための広報の実施、事業場の安全担当者の配置促進を図るととも
に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大も相まって、第三次産業を中心に進んでいる働き方の多様化に対応
した安全衛生対策について実態調査を行い、ヒアリング等を通じて、テレワークを行う場合、IoT技術を活用
した安全衛生活動を行う場合のそれぞれに応じた安全衛生対策の状況をとりまとめることにより、労働災害防
止対策を推進することが必要である。また、労働安全衛生マネジメントシステム指針（令和元年７月改正）を
周知し、取組が進んでいない第三次産業を中心に、その普及を図る必要がある。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

＜高年齢労働者安全衛生対策推進費（エイジフレンドリー補助金等）＞
　高年齢労働者の活躍促進については、就労条件、職場環境については社会的関心も高い中で、これら高年齢
労働者の安全衛生を確保し、高年齢労働者が安全で安心して働くことのできる職場環境の整備を進めること
は、事業者による労働者の安全及び衛生の確保に資するものであり、労働者災害補償保険法第29条第１項第３
号に適う事業であるため、社会復帰促進等事業で行う必要がある。

＜大規模店舗・多店舗展開企業等に対する安全管理の支援＞
　第三次産業の労働災害は増加傾向にあり、第13次労働災害防止計画においても労働災害防止の重点業種と
なっていることから、取組が進んでいない第三次産業における安全担当者の配置促進を図るとともに、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大に伴う働き方の多様化に対応した安全衛生対策について実態調査を行うことは
労働者の安全及び衛生の確保に資するものであり、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適う事業であ
るため、社会復帰促進等事業で行う必要がある。

事業全体の
経費削減内容

ガイドラインの周知を行う講習会のオンライン化や、安全衛生教育マニュアル等の開発等の事業を廃止するこ
とにより、事業全体として経費削減を行った。
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高
年
齢
労
働
者
安
全
衛
生
対
策
推
進
費
（
エ
イ
ジ
フ
レ
ン
ド
リ
ー
補
助
金
等
）
【
拡
充
】

対
象
経
費

高
年
齢
労
働
者
に
優
し
い
機
械
設
備
の
導
入
等
に
関
す
る
経
費

・
腰
痛
予
防
機
器
の
導
入
等
に
よ
る
腰
痛
予
防

・
熱
中
症
防
止
フ
ァ
ン
付
き
作
業
着
の
導
入

・
作
業
場
内
段
差
解
消
の
た
め
の
補
修
経
費

・
見
や
す
い
標
識
や
警
告
灯
の
設
置
経
費

・
そ
の
他
の
先
進
的
な
安
全
衛
生
対
策

健
康
確
保
の
た
め
の
取
組
に
関
す
る
経
費

・
安
全
で
健
康
に
働
く
た
め
の
体
力
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施

・
ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
端
末
を
活
用
し
た
健
康
管
理
シ
ス
テ
ム
の
利
用

・
健
康
診
断
や
歯
科
健
診
、
体
力
チ
ェ
ッ
ク
等
に
基
づ
い
た
運
動
指
導
、

栄
養
指
導
、
保
健
指
導
等
の
実
施

・
保
健
師
や
ト
レ
ー
ナ
ー
等
の
指
導
に
よ
る
身
体
機
能
の
維
持
向
上
活
動

・
そ
の
他
の
先
進
的
な
安
全
衛
生
対
策

高
年
齢
労
働
者
の
特
性
に
配
慮
し
た
安
全
衛
生
教
育
に
係
る
経
費

対
象
者

6
0
歳
以
上
の
高
年
齢
労
働
者
を
雇
用
す
る
中
小
企
業
等
の
事
業
者

高
年
齢
労
働
者
に
と
っ
て
安
全
で
安
心
し
て
働
く
こ
と
の
で
き
る
職
場
環
境
の
整
備
が
必
要

6
0
歳
以
上
の
高
年
齢
労
働
者
の
労
働
災
害
は
、
死
傷
者
数
、
割
合
と
も
に
増
加
傾
向

（
平
成
3
0
年
に
は
全
労
働
者
に
占
め
る
割
合
が
初
め
て
１
／
４
を
超
え
た
）

高
年
齢
労
働
者
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
を
踏
ま
え
た
安
全
衛
生
確
保
対
策
の
取
組
周
知
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、

高
年
齢
労
働
者
の
安
全
と
健
康
を
確
保
す
る
た
め
の
独
創
的
・
先
進
的
な
取
組
に
つ
い
て
把
握
し
、
併
せ
て
、

企
業
等
に
お
け
る
自
主
的
取
組
を
支
援
す
る
制
度
を
創
設
す
る
こ
と
で
、
高
年
齢
労
働
者
の
安
全
衛
生
対
策
を
推
進
。

対
象
者
独
創
的
・
先
進
的
な
取
組
等
の
開
発
者
等

（
自
ら
実
践
す
る
中
小
企
業
の
事
業
者
を
含
む
）

先
進
的
な
取
組
を
試
験
的
に
導
入
す
る
事
業
者
（
協
力
者
）

具
体
的
な
流
れ

①
実
証
申
請
（
技
術
等
の
開
発
者
等
→
受
託
者
）

↓
②
実
証
対
象
事
業
の
採
択
（
受
託
者
（
専
門
家
委
員
会
）
）

↓
③
取
組
の
実
施
（
受
託
者
が
経
費
の
一
部
を
負
担
）

↓
④
効
果
検
証
（
受
託
者
（
専
門
家
委
員
会
）
）

↓
⑤
結
果
公
表
（
厚
生
労
働
省
）

実
証
試
験
を
実
施
し
た
安
全
衛
生
対
策
に
つ
い
て

実
証
結
果
と
と
も
に
公
表
・
紹
介

平
成
11
年

平
成
31
年
／

令
和
元
年

全
労
働
者

1
4
1,
05
5人

1
2
5,
61
1人

6
0歳
以
上

2
1
,0
54
人

3
3
,7
15
人

割
合

1
4
.9
％

2
6
.8
％

高
年
齢
労
働
者
安
全
衛
生
対
策
実
証
等
事
業

・
独
創
的
・
先
進
的
な
安
全
衛
生
対
策
の
把
握

・
安
全
衛
生
対
策
と
し
て
の
効
果
の
実
証

エ
イ
ジ
フ
レ
ン
ド
リ
ー
補
助
金

・
高
年
齢
労
働
者
の
安
全
・
健
康
の
確
保
の
た
め
に
努
力
す
る
中
小
企
業
等
の
支
援

・
先
進
的
な
安
全
衛
生
対
策
技
術
等
の
普
及
促
進

【
参
考
】
高
年
齢
労
働
者
の
労
働
災
害
発
生
状
況

出
所
：
労
働
者
死
傷
病
報
告
に
お
け
る
休
業
４
日
以
上
の
死
傷
者
数

令
和
３
年
度
概
算
要
求
額

6
7
5
,6
9
0
(3
2
5
,1
6
4
)千
円

高
年
齢
労
働
者
安
全
衛
生
対
策
の
推
進

・
「
高
年
齢
労
働
者
の
安
全
と
健
康
確
保
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
令
和
２
年
３
月
）
」
の
周
知

・
実
証
さ
れ
た
独
創
的
・
先
進
的
な
安
全
衛
生
対
策
の
周
知
・
広
報

効
果
が
認
め
ら
れ
た
対
策
を

補
助
対
象
に
追
加
（
予
定
）
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第
三
次
産
業
を
は
じ
め
と
し
た
働
き
方
の
多
様
化
に
対
応
し
た

安
全
衛
生
対
策
の
実
態
調
査
【
新
規
】

テ
レ
ワ
ー
ク
等
の
安
全
衛
生
対
策

Io
T技
術
を
活
用
し
た
安
全
衛
生
活
動
に
応
じ
た

安
全
衛
生
対
策

情
報
通
信
技
術
を
利
用
し
た
事
業
場
外
勤
務
（
テ
レ

ワ
ー
ク
）
の
適
切
な
導
入
及
び
実
施
の
た
め
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
策
定
（
平
成
3
0
年
2
月
2
2
日
）

○
テ
レ
ワ
ー
ク
の
メ
リ
ッ
ト

働
く
場
所
や
時
間
を
柔
軟
に

活
用
す
る
こ
と
が
可
能

○
テ
レ
ワ
ー
ク
の
問
題
や
課
題

労
働
時
間
の
管
理
が
難
し

く
、
仕
事
と
仕
事
以
外
の
切
り
分
け
が
難
し
い

等
○
労
働
基
準
関
係
法
令
の
適
用

テ
レ
ワ
ー
ク
を
行
う
労
働

者
に
も
労
働
基
準
関
係
法
令
が
適
用
さ
れ
る

業
務
を
行
う
場
所
に
応
じ
た
テ
レ
ワ
ー
ク

①
在
宅
勤
務

②
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
勤
務

③
モ
バ
イ
ル
勤
務

労
働
時
間
管
理

長
時
間
労
働
対
策

労
災
補
償

健
康
確
保
措
置

作
業
環
境
整
備

作
業
環
境
や
施
設
、
設
備
の
安
全
衛
生
対
策
の
実
態
に
つ
い

て
把
握
し
、
今
後
の
対
策
の
検
討
に
活
用
す
る

本
事
業
の

実
施
内
容Io
T
（
In
te
rn
e
t
o
f
T
h
in
g
s)
技
術
を
活
用
す
る
こ

と
で
、
セ
ン
サ
ー
や
カ
メ
ラ
で
感
知
し
た
デ
ー
タ
を

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
介
し
て
、
人
や
シ
ス
テ
ム
に
伝

送
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
。

こ
の
仕
組
み
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
こ
れ
ま
で
人
手

に
頼
っ
て
い
た
、
点
検
な
ど
の
安
全
衛
生
活
動
を
、

機
器
の
遠
隔
操
作
な
ど
に
よ
っ
て
行
え
る
可
能
性
が

あ
る
。

ま
た
、
人
の
健
康
状
態
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
把
握
す

る
こ
と
に
も
使
う
こ
と
が
で
き
る
。

生
産
管
理
の
面
か
ら
の
活
用
も
期
待
さ
れ
る
。

Io
T
技
術
を
活
用
し
た
安
全
衛
生
活
動
の
実
態
に
つ

い
て
、
具
体
的
な
機
器
等
の
利
用
方
法
、
仕
組
み
、
課

題
等
を
把
握
し
、
今
後
の
対
策
の
検
討
に
活
用
す
る

令
和
３
年
度
要
求
額
1
9
,9
4
5
千
円
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ＮＯ．７

令和２年度事業番号

33

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

818,752(千円) 522,824(千円)

事業名
（事業番号33　機械等の災害防止対策費）
スマート保安の推進に対応した労働安全対策

担当係 労働基準局安全衛生部安全課機械班

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

実施主体 民間事業者等

令和２年度の
事業概要

　生産設備の老朽化や自律的に作業を行う機械について実態調査及び安全対策の検討や、防爆構造電気機械
器具等の型式検定対象機械等について、輸入機械等を中心に市場に流通している機械等の買取試験を行う。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

１．安全管理の優れた石油・化学プラント等を対象として、以下について検討する。
①ボイラー等の性能検査へのＣＢＭ及び自主検査の導入の条件
②これらを導入した場合における可能となる開放検査周期
③ＣＢＭ及び自主保安が適切に実施されていることの確認方法

２．石油・化学プラントに設置されたボイラー等の性能検査に、ドローン等を用いた遠隔検査を導入するこ
とについて、技術的な問題点・課題等を洗い出すとともに、遠隔検査の導入に係る基準等を検討する。

期待される
施策効果

　ボイラー等の性能検査へIoT等の新技術の導入が促進されることで、事業者の経済活動を阻害することな
く、労働者の安全確保のために必要な方策を講ずることができると期待される。

その他特記事項

【成長戦略フォローアップ（令和２年７月17日閣議決定）】
　労働安全衛生法の規制対象であるボイラーについて、2020年度中に、開放検査周期を最長12年に延長し、
検査周期を設備の状態により管理する手法（CBM）や事業者による自主的な検査を導入した場合の課題を洗い
出すとともに、2021年を目途に規制の見直しに係る基本方針を策定する。
　また、労働安全衛生法上の電子機器等の活用に関する防爆規制について、2020年度中に、対象となる危険
エリアの判断基準を明確化し、防爆規制の将来の在り方について課題を洗い出すとともに、2021年を目途に
規制の見直しに係る基本方針を策定する。

事業の必要性

　石油・化学プラント等において、設備の老朽化やベテラン人材の引退・採用難等に伴う人材不足（知識・
技能の不足）等が問題となる中で、IoTやビッグデータ等の新たな技術等を活用した保安力の維持・向上、い
わゆるスマート保安の取組みが進められている。
　ボイラーについては、状態に基づく管理（ＣＢＭ：Condition based Mainntenance）及び自主検査の導
入、遠隔検査の導入等に係る要望があるほか、今般、成長戦略（令和２年７月17日閣議決定）において、ス
マート保安の精緻化、具体的には、ボイラー等に義務付けられている性能検査に、ＣＢＭ及び自主検査の導
入に向けて検討すること等が盛り込まれた。このため、ボイラー等を対象とする性能検査へのＣＢＭ及び自
主検査の導入、②性能検査への遠隔検査の導入について、導入のための条件や導入時の検査等の在り方につ
いて検討する必要がある。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

　本事業は、ボイラー等に係る性能検査におけるスマート保安の導入を推進することで、労働者の安全確保
を図ることを目的とするものである。よって労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適う事業であり、
社会復帰促進等事業で実施する必要がある。

事業全体の
経費削減内容

　生産設備の老朽化や自律的に作業を行う機械について実態調査及び安全対策の検討に係る事業を廃止し、
また、事業実施に際し検討会の開催や実地調査の実施が必要であるが、想定する検討会回数や実地調査件数
を必要最小限に留めることで、必要経費を最低限に抑えた。
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ス
マ
ー
ト保
安
の
推
進
に
対
応
した
労
働
安
全
対
策
（
新
規
）

令
和
３
年
度
要
求
額
3
5
,8
0
8
千
円

（
１
）
性
能
検
査
へ
の
Ｃ
Ｂ
Ｍ
※
２
及
び
自
主
検
査
の
導
入

①
ボ
イラ
ー
等
の
性
能
検
査
へ
の
Ｃ
Ｂ
Ｍ
及
び
自
主
検
査
の
導
入
の
条
件

②
これ
らを
導
入
した
場
合
に
お
け
る
可
能
とな
る
開
放
検
査
周
期
（
≒
設
備
の
連
続
運
転
が
可
能
とな
る
期
間
）

③
Ｃ
Ｂ
Ｍ
及
び
自
主
保
安
が
適
切
に
実
施
され
て
い
る
こと
の
確
認
方
法

（
２
）
性
能
検
査
へ
の
遠
隔
検
査
の
導
入

①
ドロ
ー
ン等
を
用
い
た
遠
隔
検
査
の
導
入
に
お
け
る
技
術
的
な
問
題
点
等
の
洗
出
し

②
遠
隔
検
査
の
導
入
基
準

※
１
一
定
規
模
以
上
の
ボ
イ
ラ
ー
等
に
義
務
付
け
ら
れ
る
定
期
検
査
（
原
則
１
年
ご
と
）。
大
臣
の
登
録
を
受
け
た
登
録
性
能
検
査
機
関
が
実
施
す
る
性
能
検
査
を
受
検
す
る
こ
と
が
必
要
。

※
２
一
定
の
期
間
（
イ
ン
タ
ー
バ
ル
）
を
設
け
て
定
期
検
査
を
実
施
す
る
よ
う
な
、
時
間
に
基
づ
く
管
理
（

TB
M
：

Ti
m

e 
ba

se
d 

m
ai

nt
en

an
ce
）
で
は
な
く
、
設
備
の
状
態
を
常
時
管
理
す
る
等

に
よ
り
必
要
が
生
じ
た
時
点
で
検
査
を
実
施
す
る
よ
う
な
、
状
態
に
基
づ
く
管
理
（

CB
M
：

Co
nd

iti
on

 b
as

ed
 m

ai
nt

en
an

ce
 ）
の
こ
と

＜
設
備
の
老
朽
化
＞

石
油
・化
学
プ
ラ
ン
ト等
に
お
い
て
、設
備
の
老
朽
化
、ベ
テ
ラ
ン
人
材
の
退
職
等
に
伴
う人
材
不
足
等
が
課
題

30
年
以
上

経
年
の
老

朽
化
設
備

が
約

3分
の

2を
占
め
る
。

「
平
成

30
年
度
老
朽
化
し
た
生
産
設
備
に
お
け
る
安
全
対
策
の
調
査
分
析
事
業
」

ス
マ
ー
ト保
安
推
進
の
た
め
、石
油
・化
学
プ
ラ
ン
ト設
置
の
ボ
イ
ラ
ー
等
に
係
る
性
能
検
査
※
１
の
見
直
しが
必
要

ボ
イ
ラ
ー
等
に
係
る
性
能
検
査
に
つ
い
て
以
下
を
検
討
（
事
業
概
要
）

＜
人
材
不
足
＞

雇
用
動
向
調
査
就
業
形
態
、
産
業
（
中
分
類
）
、
性
、
年
齢
階
級
別
常
用
労
働
者
数

（
平
成

30
年
６
月
末
日
現
在
）
（
化
学
工
業
，
石
油
製
品
・
石
炭
製
品
製
造
業
）

45
歳
以
上

が
全
体
の

半
数
近
く
を

占
め
、

20
30

年
以
降
に

定
年
退
職

を
迎
え
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
感
染
症
防
止
に
も
有
効
（
外
出
・
移
動
の
抑
制
、
三
密
防
止
）

こ
れ
ら
課
題
に

対
応
す
る
た
め

Io
Tや
ド
ロ
ー
ン
等

新
技
術
に
よ
る

保
安
力
の
向
上

【
ス
マ
ー
ト
保
安

の
推
進
】
が
必
要
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ＮＯ．８

令和２年度事業番号

34

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

444,875(千円) 497,601(千円)

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

事業名
（事業番号34　特定分野の労働者の労働災害防止活動促進費）

特定分野の労働者の労働災害防止活動促進費

担当係 労働基準局監督課特定分野労働条件対策係

実施主体 国、民間事業者

令和２年度の
事業概要

　都道府県労働局及び労働基準監督署等に外国人労働者労働条件相談員、派遣労働者専門指導員を配置
し、特定分野の労働者及び当該労働者を使用する事業場からの相談への対応や指導を行う。
　外国人労働者等特定分野の労働者の労働災害防止のためのパンフレット作成し、ホームページへの掲載
等を行う。

事業の必要性
新型コロナウイルスの感染拡大による経済雇用情勢への影響は非常に大きく、外国人労働者に関する解
雇・雇止め、休業手当、休暇・休日、賃金不払といった相談が増加傾向にあり、今後も増加することが予
測されるため。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

新型コロナウイルスの感染拡大による経済雇用情勢への影響は非常に大きく、外国人労働者に関する相談
が増加傾向にあり、今後もこの傾向は続くと予測されることから、外国人労働者労働条件相談員の増員を
行う。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

外国人労働者からの相談対応を充実させることにより、孤立しがちな日本語による相談が困難な外国人労
働者に適切なサポートを行うことが可能となることから、メンタルヘルス対策等に資することになり、労
働者の安全衛生を確保することが可能であるため。

期待される
施策効果

日本語による相談が困難な外国人労働者へのサポートの充実

その他特記事項

事業全体の
経費削減内容

外国人労働者労働条件相談員の増員により人件費が増加することにはなるが、一方で紙による広報やリー
フレット作成を削減し、HPによる多言語パンフレットの掲載充実等を行う。
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外
国
人
労
働
者
の
労
働
条
件
等
の
相
談
・
支
援
体
制
等
の
充
実
【
拡
充
】

・
近
年
、
日
本
国
内
で
働
く
外
国
人
労
働
者
数
は
年
々
増
加
し
て
お
り
、
平
成
2
4年
に
約
68
万
２
千
人
で
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
令
和
元
年
に
は

約
1
6
6
万
と
な
り
、
約
2.
4倍
と
な
っ
て
い
る
。

・
「
外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
（改
訂
）」
に
お
い
て
、
令
和
２
年
７
月
に
設
置
し
た
外
国
人
在
留
支
援
セ
ン

タ
ー
で
は
外
国
人
か
ら
の
相
談
対
応
を
行
う
と
と
も
に
、
入
居
機
関
等
と
連
携
・
協
力
し
て
対
応
す
る
こ
と
や
、
「外
国
人
労
働
者
相
談
コ
ー

ナ
ー
」
、
同
相
談
コ
ー
ナ
ー
に
来
訪
で
き
な
い
方
向
け
の
「
外
国
人
労
働
者
向
け
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
」
、
労
働
基
準
監
督
署
の
閉
庁
時
間
に

労
働
相
談
を
受
け
付
け
る
「労
働
条
件
相
談
ほ
っ
と
ラ
イ
ン
」の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
1
4か
国
語
に
よ
る
相
談
対
応
の
確
実
な
運
営
の
実

施
を
図
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
に
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

・
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
に
よ
り
外
国
人
労
働
者
に
関
す
る
相
談
が
増
加
傾
向
に
あ
る
た
め
、
体
制
の
充
実
が
必
要
で
あ
る
。

（
１
）
外
国
人
労
働
者
労
働
条
件
相
談
員
の
配
置
等
【
拡
充
】

３
６
８
，
６
４
３
（
３
１
５
，
５
７
６
）
千
円

外
国
人
労
働
者
か
ら
の
相
談
対
応
の
た
め
の
相
談
員
を

12
人
増
員
（

72
人
→

84
人
）
す
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
労
働
局
及
び
労
働
基
準
監
督
署
等
に
配
置
す
る
。
ま
た
、
外
国

人
労
働
者
相
談
コ
ー
ナ
ー
に
来
訪
で
き
な
い
労
働
者
向
け
に
、
外
国
人
労
働
者
相
談
ダ
イ
ヤ
ル
を
設
置
す
る
。

（
２
）
労
働
条
件
相
談
ほ
っ
と
ラ
イ
ン
の
設
置

１
３
３
，
１
３
７
（
１
３
９
，
４
７
１
）
千
円

フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
電
話
相
談
を
設
置
し
、
監
督
署
が
閉
庁
し
て
い
る
夜
間
・
休
日
に
外
国
人
労
働
者
等
か
ら
の
相
談
を
母
国
語
で
受
け
付
け
る
。

（
３
）
外
国
人
在
留
支
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営
の
た
め
の
経
費

９
９
，
７
８
８
（
１
３
８
，
７
０
２
）
千
円

令
和
２
年
７
月
に
開
設
し
た
外
国
人
共
生
に
関
す
る
各
機
関
の
関
係
部
門
を
集
約
さ
せ
た
拠
点
（
外
国
人
在
留
支
援
セ
ン
タ
ー
）
の
運
営
経
費
。

（
４
）
外
国
人
労
働
者
安
全
衛
生
確
保
対
策

６
８
７
，
２
８
２
（
１
，
２
５
０
，
９
９
４
）
千
円

安
全
衛
生
教
育
用
視
聴
覚
教
材
の
作
成
、

VR
技
術
を
活
用
し
た
非
言
語
教
育
教
材
を
開
発
す
る
。

（
５
）
事
業
場
に
対
す
る
指
導
等
の
た
め
の
経
費
等

７
２
，
３
６
６
（
７
２
，
３
６
４
）
千
円

概
要

外
国
人
労
働
者
の
労
働
条
件
等
の
相
談
・
支
援
体
制
等
の
充
実

令
和
３
年
度
概
算
要
求
額

１
，
３
６
１
，
２
１
６
（
１
，
９
１
７
，
１
０
７
）
千
円
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ＮＯ．９

令和２年度事業番号

35

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

153,997(千円) 160,739(千円)

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

本事業において、トラック運転者の長時間労働の現状及びその解決手法等について荷主等への周知広報等
を実施することで取引上の慣行の改善を促進し、トラック運転者の長時間労働が改善されることによる過
重労働の解消や健康障害の防止につながることから、「社会復帰促進等事業」で行う必要がある。

期待される
施策効果

トラック運送事業者及び荷主が抱える課題を明らかにし、その改善策を周知することを通じて、「自動車
運転者の労働時間等の改善のための基準」を遵守しやすい環境を整備することにより、自動車運転者の就
業環境の改善を推進するものであり、過重労働による健康障害の防止に寄与することが期待される。

その他特記事項

事業全体の
経費削減内容

動画と異なる周知用コンテンツを新規作成予定のため動画作成に係る経費を令和２年度限りとした。

実施主体 民間団体

令和２年度の
事業概要

①トラック運送業に関する荷主向け周知用動画の作成および令和元年度に開設したポータルサイトの運
用・拡充
②自動車運転者の労働時間等に係る実態調査を実施するため、実態調査検討会の開催及び調査の実施

事業の必要性

トラック運転者は他業種の労働者と比較して長時間労働の実態にあり、労働基準関係法令違反が高水準で
推移し、また、脳・心臓疾患の労災支給決定件数が最も多い職種となっているが、これらの背景として、
荷主都合による手待ち時間の発生など取引上の慣行があり、対策が必要である。また、令和６年度からの
自動車運転者への時間外労働の上限規制の適用に向け、労働時間改善のための環境整備を一層強力に推進
することが求められることから、改善に向けた機運を醸成するため、本事業において、国民とトラック運
転者を対象に意見交換会を実施し、その結果を踏まえた運送事業者への取組への支援等を行う必要があ
る。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

国民とトラック運転者を対象としたトラック運送業の労働時間等に係る問題解決につながる共創のプロセ
スも含んだ意見交換会を開催し、協力する運送事業者に意見交換会を踏まえた取組への支援を行い、成果
を普及する。

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

事業名 （事業番号35　自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備等）

自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備等

担当係 労働基準局労働条件政策課法規第二係
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・
自
動
車
運
転
者
は

①
他
業
種
の
労
働
者
と
比
較
し
て
長
時
間
労
働
の
実
態
に
あ
る
。

②
業
務
に
お
け
る
過
重
な
負
荷
に
よ
る
脳
・
心
臓
疾
患
の
労
災
支
給
決
定
件
数
が
最
も
多
い
職
種
と
な
っ
て
い
る
。

⇒
労
働
条
件
及
び
安
全
衛
生
の
確
保
・
改
善
が
喫
緊
の
課
題

＜
長
時
間
労
働
の
背
景
＞

ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
に
お
け
る
荷
主
都
合
に
よ
る
手
待
ち
時
間
の
発
生
な
ど
、
取
引
上
の
慣
行
か
ら
労
働
時
間
の
短
縮
が
進
ま
な
い
等
の
問
題
あ
り

⇒
長
時
間
労
働
是
正
に
は
、
荷
主
等
の
取
引
先
と
の
取
引
条
件
改
善
な
ど
の
環
境
整
備
を
強
力
に
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。

働
き

方
改

革
実

行
計

画
（

平
成

2
9

年
３

月
2

8
日

働
き

方
改

革
実

現
会

議
決

定
）

自
動
車
の
運
転
業
務
に
つ
い
て
は
、
・
・
・
５
年
後
の
施
行
に
向
け
て
、
荷
主
を
含
め
た
関
係
者
で
構
成
す
る
協
議
会
で
労
働
時
間
の
短
縮
策
を
検
討
す
る

な
ど
、
長
時
間
労
働
を
是
正
す
る
た
め
の
環
境
整
備
を
強
力
に
推
進
す
る
。

(1
)荷
主
間
の
協
力
に
よ
る
取
組
促
進
、
国
民
か
ら
の
ア
イ
デ
ア
収
集
・
理
解
促
進

○
ト
ラ
ッ
ク
運
転
者
の
労
働
時
間
短
縮
に
向
け
た
荷
主
間
の
協
力
に
よ
る
取
組
に
つ
い
て
の
周
知
用

コ
ン
テ
ン
ツ
作
成

○
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
の
労
働
時
間
等
に
係
る
問
題
解
決
に
つ
な
が
る
共
創
の
プ
ロ
セ
ス
も
含
ん
だ

意
見
交
換
会
を
国
民
（
消
費
者
；
荷
主
企
業
勤
務
者
等
を
想
定
）
と
ト
ラ
ッ
ク
運
転
者
を
対
象
に
開
催

→
協
力
す
る
運
送
事
業
者
に
意
見
交
換
会
を
踏
ま
え
た
取
組
へ
の
支
援
を
実
施
し
、
成
果
を
普
及

○
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
継
続
運
用
・
内
容
拡
充
・
周
知
広
報

(2
)自
動
車
運
転
者
の
労
働
時
間
に
係
る
実
態
把
握

○
引
き
続
き
、
自
動
車
運
転
者
（
ト
ラ
ッ
ク
、
バ
ス
、
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー

の
各
分
野
）
の
労
働
時
間
等
に
係
る
実
態
把
握
を
実
施

○
令
和
２
年
度
事
業
で
実
施
し
た
実
態
把
握
結
果
と
比
較
す
る
こ
と
で
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
自
動
車
運
転
者
の
労
働
時
間
や

勤
務
状
況
に
与
え
た
影
響
を
把
握
し
、
分
析

令
和

3
年

度
要

求
額

1
5

3
,7

3
2

 (
1

4
6

,9
9

0
)千

円
自

動
車

運
転

者
の

労
働

時
間

改
善

に
向

け
た

荷
主

等
へ

の
対

策
事

業
令

和
3

年
度

要
求

額
1

5
3

,7
3

2
 (

1
4

6
,9

9
0

)千
円

＜
こ
れ
ま
で
の
取
組
＞

令
和
元
年
度
ま
で
は
ト
ラ
ッ
ク
運
転
者
の
労
働
時
間
改
善
の
た
め
の
取
組
を
実
施

平
成
２
８
～
２
９
年
度

実
証
実
験
（
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
）
を
実
施

平
成
３
０
年
度

荷
主
と
ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
者
を
対
象
と
し
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
、
周
知
用
コ
ン
テ
ン
ツ
（
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
）
を
作
成
、

労
働
時
間
短
縮
に
向
け
た
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
実
施

令
和
元
年
度

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
周
知
セ
ミ
ナ
ー
を
全
国
開
催
、
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
開
設

令
和
２
年
度

【
事
業
の
対
象
を
ト
ラ
ッ
ク
運
転
者
か
ら
自
動
車
運
転
者
全
体
に
拡
大
】

荷
主
向
け
周
知
用
動
画
の
作
成
・
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
内
容
拡
充
（
ト
ラ
ッ
ク
）

自
動
車
運
転
者
（
ト
ラ
ッ
ク
、
バ
ス
、
ハ
イ
ヤ
ー
・
タ
ク
シ
ー
の
各
分
野
）
の
労
働
時
間
等
に
係
る
実
態
把
握
を
実
施

趣
旨

・
目

的

令
和

３
年

度
の

事
業

内
容

令
和
６
年
度
の
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
適
用
に
向
け
て
、
自
動
車
運
転
者
の
労
働
時
間
の
実
態
を
踏
ま
え
た
上
で
、
荷
主
等
の
取
引
先
と
、

自
動
車
運
転
者
を
使
用
す
る
事
業
者
の
双
方
が
自
動
車
運
転
者
の
労
働
時
間
改
善
に
協
力
し
て
取
り
組
む
気
運
を
醸
成
す
る
た
め
の
取
組
を
継
続
。

26



ＮＯ．10

令和２年度事業番号

37

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

655,783(千円) 696,611(千円)

期待される
施策効果

①男女雇用機会均等法に基づく事業主の義務である母性健康管理措置が、事業所内で適切に講じられることによ
り、女性労働者が健康を保持し、その能力を発揮できる職場環境の整備に寄与する。
②女性就業支援全国展開事業については、働く女性が就業意欲を失うことなく健康を保持増進し、その能力を伸
張・発揮できる環境の整備に寄与する。
③都道府県労働局雇用環境・均等部（室）における雇用環境・均等行政関係業務を効率化及び高度化。

その他特記事項

事業の必要性

①母性健康管理措置の認知度を高めるため。
③雇用均等業務に関しては「雇用均等行政情報システム」により平成11年度よりシステム化されたものの、都道
府県労働局管内の全事業場を網羅しておらず、システム化に対応していない作業（進捗管理、報告集計等）が存
在。また、検索機能や集計機能の利便性やパフォーマンスが低く、高度化・複雑化した事案に的確に対応するこ
とが求められる中、必要な情報に効率的かつ迅速にアクセスできない状況にある。さらに、個別労働紛争解決業
務及び使用者による障害者虐待防止業務についてはシステム化がなされておらず、日々の相談に対する進捗管
理、毎年の集計業務並びに集積データの分析等を全て手作業で実施している。一方、相談件数は高止まりの状況
にあり、1人当たりの業務量も法施行当時と比べて増大し、労働行政の運営にも支障が生じている現状を踏まえる
と、業務の円滑化・効率化のためのシステム化が急務である。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

１　女性労働者健康管理等対策費
　女性労働者の特性に見合った健康管理対策、特に母性の健康管理指導等を実施し、もって労働災害等の防止を
図る。女性労働者及び事業主等に対して情報提供・周知啓発を実施する本事業は、女性労働者の特性に見合った
健康管理対策、特に妊産婦の健康管理指導等を実施することにより、法に基づく事業主の義務である母性健康管
理措置が事業所内で適切に行われ、もって労働災害防止等を図るものであるから、労働者災害補償保険法第29条
第１項第３号で行う必要がある。

２　女性就業支援全国展開事業
　女性就業支援センター等において、働く女性が就業意欲を失うことなく、健康を保持増進し、その能力を伸
長・発揮できる環境を全国的に整備するため、全国の女性関連施設等で行っている女性の健康保持増進のための
支援施策が効果的、効率的に実施され、充実を図られることを目的とする。国全体で女性労働者等の健康保持増
進のための支援策を充実させ、また支援策に関するノウハウ・情報を提供することは、労働者の安全及び衛生の
確保に資することから、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に該当するため、社会復帰促進等事業で行う
必要がある。

３　雇用均等行政情報化推進経費
　都道府県労働局雇用環境・均等部（室）における、労働者からの相談対応、事業場に対する行政指導や労使の
個別紛争解決援助等の法施行業務について、迅速かつ正確な事務処理を行い、各種業務処理の効率化及び高度化
を図る。行政指導等の記録を適正に管理し迅速かつ正確な事務処理を行うことで、効果的な行政運営を行う事が
可能となり、職場環境改善等、労働者の安全衛生向上に資することから、労働者災害補償保険法第29条第１項第
３号に該当するため、社会復帰促進等事業で行う必要がある。

事業全体の
経費削減内容

①母性健康管理サイトの管理・運営や広報の経費を見直し、一部削減。
②女性就業支援全国展開事業については、情報提供の一環として実施してる資料室運営の人員体制を見直し、削
減。
③令和2年度以前に議決された整備経費に係る国庫債務負担行為については、仕様の精査により抑えられた金額を
令和３年度予算として歳出化するなど要求額を削減。

実施主体 厚生労働省本省、都道府県労働局、（一財）女性労働協会

令和２年度の
事業概要

①女性労働者の職場進出が進み、妊娠中または出産後も働き続ける女性が増加していることから、女性労働者の
特性に見合った健康管理対策、特に母性健康管理を推進する。
②全国の女性関連施設等における女性就業支援事業が効果的、効率的に実施され、女性の就業促進と健康保持増
進のための支援施策の全国的な充実が図られるよう、相談対応や講師派遣等、女性関連施設等を支援する事業を
実施する。
③雇用環境・均等部（室）及び総合労働相談コーナーの職員（非常勤職員を含む）が業務に使用するパソコンや
プリンタの賃貸借料及び、グループウェアやメール等を利用するための利用料を負担。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

①産業保健スタッフ等への研修会の開催、母性健康管理サイト等による周知・啓発の拡充。
②拡充していない。
③雇用均等行政情報システムの後継システムとなる「雇用環境・均等行政情報システム」の令和４年１月の業務
運用開始に向けて、運用・保守等経費を新たに要求・実施。

事業名
（事業番号37　女性就業支援・母性健康管理等対策費）

女性就業支援・母性健康管理等対策費

担当係 雇用機会均等課政策係、雇用機会均等課母性健康管理係、総務課総務係、総務課労働紛争処理業務室

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）
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令
和
３
年
度
母
性
健
康
管
理
推
進
支
援
事
業

（
委
託
事
業
）

母
性
健
康
管
理
サ
イト
等
に
よ
る
周
知
・啓
発

◎
企
業
や
働
く
女
性
に
対
し
て
母
性
健
康
管
理
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
支
援
サ
イ
ト
を
運
営
す
る
。

（
令
和
元
年
度
ア
ク
セ
ス
件
数
：

33
5万
件
）

サ
イ
ト
の
内
容

・
妊
娠
中
の
諸
症
状
に
つ
い
て
の
解
説
、
母

性
健
康
管
理
の
規
定
例
な
ど
に
つ
い
て
紹

介 ・
母
性
健
康
管
理
の
取
組
事
例
を
掲
載

・
妊
娠
初
期
か
ら
育
児
中
ま
で
の
働
く
女
性

の
た
め
の
法
律
や
制
度
な
ど
を
紹
介

・
母
性
健
康
管
理
に
関
す
る
よ
く
あ
る
質
問

と
回
答
（
Ｑ
＆
Ａ
）
を
掲
載

・
メ
ー
ル
に
よ
る
相
談
の
受
付
等

●
Ｐ
Ｃ
・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
サ
イ
ト
：

ht
tp

s:/
/w

w
w

.b
os

ei
-n

av
i.m

hl
w

.g
o.

jp
/

専
門
委
員
会
の
開
催

働
く
健
康
管
理
に
か
か
る
専
門
委
員
会
を
運
営
し
、
女
性
の
妊

娠
・
出
産
に
関
す
る
研
修
の
内
容
や
研
修
で
使
用
す
る
教
材
の

検
討
、
感
染
症
と
妊
婦
の
関
係
や
対
策
を
含
め
た
企
業
に
お
け

る
母
性
健
康
管
理
措
置
を
講
ず
る
に
あ
た
っ
て
の
効
果
的
な
方

法
等
を
内
容
と
す
る
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
や
女
性
労
働
者
向
け
の
リ
ー

フ
レ
ッ
ト
等
の
内
容
を
検
討
す
る
。

年
５
回
開
催
。

令
和
３
年
度
要
求
額

49
,1

14
千
円

令
和
２
年
度
予
算
額

35
,3

22
千
円

産
業
保
健
ス
タッ
フ等
へ
の
研
修
会
の
開
催

働
く
女
性
の
妊
娠
・
出
産
時
に
お
け
る
心
身
の
状
況
、
男
女
雇

用
機
会
均
等
法
に
基
づ
く
母
性
健
康
管
理
措
置
制
度
や
そ
の

効
果
的
な
実
施
方
法
及
び
母
性
健
康
管
理
指
導
事
項
連
絡

カ
ー
ド
の
改
正
内
容
等
の
母
性
健
康
管
理
に
関
し
必
要
な
知
識

を
付
与
す
る
回
、
産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
、
企
業
の
人
事
労
務
管
理

担
当
者
等
を
対
象
と
し
た
研
修
会
を
開
催
す
る
。

全
国
で
1
0
回
開
催
。

（
参
考
）
法
制
度
に
つ
い
て

労
働
基
準
法
（
母
性
保
護
）

産
前
は
女
性
が
請
求
し
た
場
合
に
６
週
間
（
多
胎
妊
娠
の
場
合
は
１
４
週
間
）
、
産
後
は
８
週
間
、
女
性
を
就
業

さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。
（
第

65
条
第

1項
、
第

2項
）

妊
娠
中
の
女
性
が
請
求
し
た
場
合
は
、
他
の
軽
易
な
業
務
に
換
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
第

65
条
第

3項
）

妊
産
婦
等
に
つ
い
て
は
、
妊
娠
、
出
産
、
哺
育
等
に
有
害
な
業
務
に
就
か
せ
て
は
な
ら
な
い
。
（
第

64
条
の

3）
生
後
満
１
年
に
達
し
な
い
生
児
を
育
て
る
女
性
は
、
１
日
２
回
各
々
少
な
く
と
も
３
０
分
の
育
児
時
間
を
請
求
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
（
第

67
条
）

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
（
母
性
健
康
管
理
）

事
業
主
は
、
女
性
労
働
者
が
妊
産
婦
の
た
め
の
健
康
診
査
等
の
受
診
の
た
め
に
必
要
な
時
間
を
確

保
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
第

12
条
）

事
業
主
は
、
女
性
労
働
者
が
健
康
診
査
等
に
基
づ
く
指
導
事
項
を
守
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た

め
、
勤
務
時
間
の
変
更
、
勤
務
の
軽
減
等
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
第

13
条
）

◎
専
門
委
員
会
の
検
討
結
果
を
踏
ま
え
た
企
業
向
け
、
女
性
労
働
者
向
け
の
周
知
・啓
発
資
料
を
作
成
・

配
布
。

ポ
ス
タ
ー
7
,6
0
0
部

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
3
0
,0
0
0
部

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
（
サ
イ
ト
広
報
を
兼
ね
る
）
4
7
2
,0
0
0
部
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事
業
運
営
の
相
談
へ
の

対
応

事
業
運
営
、
セ
ミ
ナ
ー
企

画
等
に
対
す
る
相
談
対
応

こ
う
し
た
中
、
全
国
の
女
性
関
連
施
設
（
自
治
体
、
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
等
）
、
事
業
主
団
体
、
労
働
組

合
、
女
性
団
体
等
に
お
い
て
は
支
援
策
を
講
じ
て
い
る
が
、

●
事
業
運
営
の
内
容
・
手
法
等
に
つ
い
て
ノ
ウ
ハ
ウ
が
不
足

（
事
業
の
ニ
ー
ズ
把
握
、
効
果
的
な
企
画
立
案
、
セ
ミ
ナ
ー
の
企
画
・
講
師
の
選
定
、
周
知
広
報
、
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
等
）

●
地
域
に
よ
っ
て
、
情
報
量
や
取
組
内
容
に
ば
ら
つ
き
が
あ
る

等
の
課
題
を
抱
え
て
い
る
。

働
く
女
性
・
働
き
た
い
女
性
へ
の
就
業
支
援

講
師
派
遣

女
性
関
連
施
設
等
が
実
施
す

る
セ
ミ
ナ
ー
や
職
員
研
修
に

つ
い
て
の
講
師
派
遣

情
報
提
供

女
性
労
働
に
関
す
る
制
度
や
統
計
情
報
、
女
性

の
活
躍
状
況
、
女
性
が
健
康
で
働
く
こ
と
が
で

き
る
情
報
等
を
本
事
業
の
サ
イ
ト
で
情
報
提
供
。

支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

相
談
対
応
や
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
か
ら
把

握
し
た
ニ
ー
ズ
に
基
づ
く
、
施
設
等
の

支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

女
性
就
業
支
援
全
国
展
開
事
業

全
国
的
な
底
上
げ
の
必
要
性

以
下
の
分
野
に
つ
い
て
、
重
点
的
に
取
組
を
推
進
す
る
。

○
固
定
的
性
別
役
割
分
担
意
識
に
と
ら
わ
れ
な
い
キ
ャ
リ
ア
選
択
の
支
援
を
通
じ
、
女
性
の
管
理
職
登
用

や
理
系
・
技
術
職
等
、
女
性
の
少
な
い
分
野
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
を
推
進
。

○
子
育
て
・
介
護
・
治
療
と
の
両
立
の
課
題
へ
の
対
応
、
職
場
で
の
取
組
を
促
進
。

○
働
く
女
性
の
健
康
支
援
の
た
め
の
企
業
の
取
組
や
女
性
労
働
者
へ
の
ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
テ
シ
ー
を
促
進
。

女
性
関
連
施
設
等
に
よ
る

令
和
３
年
度
要
求
額
：
7
8
,3
0
6
千
円

令
和
２
年
度
予
算
額
：
8
3
,7
3
9
千
円

＜
女
性
関
連
施
設
等
へ
の
具
体
的
な
働
き
か
け
＞

＜
現
状
＞
女
性
の
活
躍
推
進
は
現
政
権
の
最
重
要
施
策
の
ひ
と
つ
で
あ
る
が
、
女
性
管
理
職
比
率
は
依
然
と
し
て
低
水
準
と
な
っ
て
お
り
、

固
定
的
性
別
役
割
分
担
意
識
の
払
拭
・
職
場
風
土
の
改
革
、
子
育
て
・
介
護
・
治
療
と
の
両
立
な
ど
、
様
々
な
課
題
が
存
在
。

勤
続
年
数
や
賃
金
の
男
女
差

妊
娠
・
出
産
を
機
に
約
５
割
の
女
性
が
離
職

職
場
で
強
い
不
安
・
悩
み
・
ス
ト
レ
ス
の
あ
る
女
性
が
約
６
割

例
等

３
年
度
は
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○
都
道
府
県
労
働
局
雇
用
環
境
・均
等
部
（
室
）
の
職
員
（
非
常
勤
職
員
を含
む
）
が
業
務
に
使
用
す
る
「労
働
局
総
務
雇
均
シ

ス
テ
ム
」の
端
末
等
の
賃
貸
借
及
び
グ
ル
ー
プウ
ェア
や
メー
ル
等
の
機
能
の
利
用
、並
び
に
、所
管
の
法
律
に
基
づ
く行
政
指
導
の
記

録
等
を
登
録
しデ
ー
タベ
ー
ス
管
理
す
る
た
め
の
「事
業
場
台
帳
管
理
機
能
」の
運
用
を
行
う。

○
新
雇
均
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し、
総
合
労
働
相
談
コー
ナ
ー
で
対
応
して
い
る
、年
間
10
0万
件
超
の
労
働
相
談
に
係
る
情
報
管
理

の
シ
ス
テ
ム
化
を
実
現
す
る
。

○
都
道
府
県
労
働
局
雇
用
環
境
・均
等
部
（
室
）
で
行
う、
職
場
に
お
け
る
男
女
差
別
、仕
事
と育
児
・介
護
の
両
立
、パ
ー
トタ
イ

ム
労
働
者
と正
社
員
の
均
衡
待
遇
確
保
、女
性
の
活
躍
促
進
の
問
題
等
に
関
す
る
、労
働
者
か
らの
相
談
対
応
、事
業
場
に
対
す

る
行
政
指
導
や
労
使
の
個
別
紛
争
解
決
援
助
等
の
法
施
行
業
務
に
つ
い
て
、迅
速
か
つ
正
確
な
事
務
処
理
を
行
うた
め
に
、都
道

府
県
労
働
局
雇
用
環
境
・均
等
部
（
室
）
に
お
け
る
各
種
業
務
処
理
の
効
率
化
及
び
高
度
化
を
図
る
。

政
策
、制
度
概
要

対
象
業
務

主
な
関
係
者
と役
割

雇
用
環
境
・均
等
部
（
室
）
及
び
労
働
基
準
監
督
署
等
に

設
置
さ
れ
た
総
合
労
働
相
談
コー
ナ
ー
に
端
末
を
配
付

(令
和
４
年
度
半
ば
以
降
に
配
付
予
定
)

（
総
合
労
働
相
談
コー
ナ
ー
：
37
9ヵ
所
、7
58
人
）

１
．
政
策
、制
度
概
要
（
次
期
想
定
）

＜
雇
用
環
境
・均
等
行
政
情
報
シ
ス
テ
ム
＞

労
働
局
総
務
雇
均
シ
ス
テ
ム

都
道
府
県
労
働
局
(4
7拠
点
)

厚
生
労
働
省
(1
拠
点
)

職
業
安
定
部

公
共
職
業
安
定
所
（
ハ
ロー
ワ
ー
ク）

労
働
基
準
部

労
働
基
準
監
督
署
（
37
9拠
点
）

総
合
労
働
相
談
コー
ナ
ー

雇
用
環
境
・均
等
部
（
室
）

総
務
部

総
合
労
働
相
談
コー
ナ
ー

ハ
ロー
ワー
クシ
ス
テ
ム

労
働
基
準
行
政
シ
ス
テ
ム

1
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都
道
府
県
労
働
局
（
雇
用
環
境
・均
等
部
（
室
）
）

総
合
労
働
相
談
コー
ナ
ー
・雇
用
環
境
・均
等
部
（
室
）

新
雇
均
シ
ス
テ
ム

労
働
基
準
行
政
情
報
シ
ス
テ
ム

各
種
カー
ド作
成
・管
理

業
務
報
告
集
計

進
捗
管
理

事
業
場
台
帳
管
理

本
省
（
雇
用
環
境
・均
等
局
）

事
業
場
情
報
、

相
談
情
報
の
連
携

その
他

•
均
等
４
法
（
※
1）

に
基
づ
く相
談
受

付
、計
画
的
報
告

徴
収

•
均
等
２
法
（
※
2）

に
基
づ
く相
談
受

付
、行
動
計
画
策

定
届
、認
定
申
請

•
個
別
労
働
紛
争
解

決
促
進
法
に
基
づ
く

相
談
受
付
、助
言
・

指
導
、あ
っせ
ん
、

•
使
用
者
に
よ
る
障
害

者
虐
待
防
止
業
務

相
談
の
記
録

助
言
・指
導

・勧
告

紛
争
解
決

援
助

調
停

相
談
の
記
録

企
業
指
導
（
※
3）

策
定
届
受
・認
定
・特
例
認
定

相
談
受
付

助
言
・指
導

あ
っせ
ん

入
力

入
力

情
報

活
用

情
報

活
用

•
相
談
件
数
等
の
把
握

•
労
働
行
政
施
策
の
企
画
、

立
案
、見
直
し
等

把
握
・

分
析

情
報

活
用

振
り分
け
・進
捗
管
理

※
下
線
は
新
シ
ス
テ
ム
で
実
現
又
は
改
善
す
る
内
容

局 局 監 督 署 庁 外

コ ー ナ ー

事
業
場
台
帳

事
業
場
台
帳

管
理
シ
ス
テ
ム

（
※
1）
均
等
法
、育
介
法
、パ
ー
ト・
有
期
法
、労
推
法

（
※
2）
次
世
代
法
、女
活
法

（
※
3）
女
活
法
の
み

雇 均 業 務 個 紛 業 務改
善
方
針

①
令
和
２
年
度
に
お
い
て
、現
行
シ
ス
テ
ム
の
機
能
とし
て
、労
働
局
内
の
企
業
情
報
を
連
携
させ
る
こと
等
に
よ
り、
都
道
府
県
労
働
局
管
内
の
全
事
業
場
の

雇
用
管
理
等
に
係
る
情
報
の
整
備
や
各
企
業
に
対
す
る
助
言
、指
導
等
の
進
捗
管
理
を
行
うた
め
の
機
能
の
追
加
を行
う（
現
行
シ
ス
テ
ム
の
刷
新
）
とと

も
に
、個
別
労
働
紛
争
解
決
業
務
及
び
使
用
者
に
よ
る
障
害
者
虐
待
防
止
業
務
処
理
手
順
を電
子
化
、標
準
化
及
び
簡
素
化
す
る
（
個
別
労
働
紛
争

解
決
等
業
務
の
シ
ス
テ
ム
化
）
。

②
新
雇
均
シ
ス
テ
ム
の
円
滑
な
運
用
を
目
的
に
、業
務
機
能
の
運
用
・保
守
体
制
を
整
備
す
る
。

２
．
業
務
概
要
（
次
期
想
定
）

＜
雇
用
環
境
・均
等
行
政
情
報
シ
ス
テ
ム
＞

2
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ＮＯ．11

令和２年度事業番号

42

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

6,296,456(千円) 6,755,704(千円)

期待される
施策効果

　時代の潮流にあった研究を行うことにより、資質の高い産業医の育成、労働者の健康確保の充実を図られ
る。

その他特記事項

事業の必要性

＜産業医科大学：災害産業保健センター（仮称）の設置＞
　近年、震災、台風豪雨、大規模事故等の災害が多発しているが、復旧に当たる労働者は限られており、当
該労働者は、自身や家族の被災という事情を抱えながら、精神的にも負荷がかかった状態で過重労働を強い
られる。このような労働者に対しては、特に産業医や産業保健による支援が必要であるところ、現在、災害
時の産業保健的な支援のマニュアルや災害時における産業医等の対応・役割が整備された知見はほとんどな
く、災害時対応の事例収集・分析や、災害産業保健に対応できる産業医・産業保健スタッフ育成等が急務で
ある。
　災害対応の分析は、東日本大震災における医療支援や東電福島原発復旧作業員への健康管理などの実績を
豊富に有する産業医科大学が実施することが適当であり、得られた知見を産業医等へ付与することについて
も、同大学の有する教育機能を活用することが効率的である。

＜産業医科大学：高年齢労働者産業保健研究センター（仮称）の設置＞
　エイジフレンドリーガイドラインが策定されるなど、高年齢労働者の施策が打ち出されているところであ
るが、健康状況と労働災害との関係の他、身体機能の衰えとの関連を含め、就業している高齢者の男女別の
身体機能・運動機能、労働災害の発生状況、対策の実態についてさらなる調査研究が必要であるとされてい
る。
　産業現場における高年齢者個々の身体機能等に関する研究に当たっては、企業に在籍する産業医等からの
情報が欠かせないことから、全国の企業に卒業生の産業医を多数輩出している産業医科大学において具体的
な高年齢労働者に対する研究を行うことが最も効率的かつ効果的である。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

　どちらの事業においても、職場での労働者の健康確保の充実を図るものであり、労働者の安全及び衛生の
確保に資するものであることから、労働災害補償保険法第29条第１項第３号に適う事業であるため、社会復
帰促進等事業で実施する必要がある。

事業全体の
経費削減内容

　令和３年度の施設整備費（国債）の後年度負担増により、産業医学振興経費全体として増額となっている
が、産業医学振興財団の事業運営費や産業医科大学運営費を前年度比７％削減している。

実施主体 公益財団法人産業医学振興財団、学校法人産業医科大学

令和２年度の
事業概要

①産業医科大学の運営等に対する助成
②産業医科大学の学生に対する修学資金貸与制度の運営
③産業医の資質の向上を図る研修等の実施
④産業医学に関する研究の促進
⑤産業医学情報の提供

令和３年度から
新たに

実施したい内容

＜産業医科大学：災害産業保健センター（仮称）の設置＞
　これまで対応してきた東日本大震災や熊本地震における医療支援、福島原発復旧作業員への健康管理等に
おける知見の分析整理、新たに発生する災害、労災事故等における情報収集、分析等を行い、危機発生時の
適切な対応やマニュアル等を作成する。
　また、これらの知見を学生への教育に活用するほか、研修等を実施して全国各地で活躍する産業保健ス
タッフへ提供し、産業保健的な活動を推進する。

＜産業医科大学：高年齢労働者産業保健研究センター（仮称）の設置＞
　今後も高齢化が進み、高年齢労働者が増えていく日本の産業構造の中で、新たな課題に対応した対策の具
体化が必要になる。例えば、ガイドラインに示されている企業側が行う職場環境改善だけでなく、医学的見
地から、高年齢労働者個人ごとに身体的機能を評価する指標や就業補助具の開発などを行うことにより、産
業医がその指標に基づいて個々の高年齢労働者の就業適正を評価し、きめ細かな就業支援ができるようにな
る。研究により得られた知見を大学教育のカリキュラムに取り込むことで、質の高い産業医学生を早期に育
成し、高齢化社会に即応する産業医を輩出する。

事業名
（事業番号42　産業医学振興経費）
災害産業保健センター（仮称）の設置、高年齢労働
者産業保健研究センター（仮称）の設置

担当係 労働基準局安全衛生部計画課機構・団体管理室団体監理係

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）
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高
年
齢
労
働
者
産
業
保
健
研
究
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）
の
設
置

今
般
の
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
等
の
改
正
に
よ
り
、
6
5
歳
か
ら
7
0
歳
ま
で
の
高
年
齢
者
の
就
業
確
保
措
置
が
企
業
の
努
力
義
務
に
な
る
な
ど
、
高
年

齢
者
の
労
働
力
は
社
会
に
も
企
業
に
も
不
可
欠
と
な
っ
た
一
方
で
、
高
年
齢
者
の
労
働
災
害
発
生
率
は
相
対
的
に
高
く
、
今
後
も
高
齢
化
に
伴
い
労
働
災

害
の
防
止
が
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

産
業
医
科
大
学
は
、
職
場
環
境
の
改
善
や
労
働
者
の
健
康
保
持
増
進
に
よ
り
就
業
へ
の
適
性
を
高
め
、
労
働
災
害
を
予
防
す
る
産
業
医
学
の
研
究
と

教
育
を
有
す
る
唯
一
の
大
学
で
あ
り
、
健
康
の
保
持
増
進
や
安
全
衛
生
教
育
、
労
働
災
害
防
止
と
い
っ
た
高
年
齢
者
特
有
の
課
題
を
集
積
し
、
事
業
者
・

労
働
者
の
両
面
か
ら
働
く
高
年
齢
者
の
特
性
に
的
確
に
対
応
し
た
エ
イ
ジ
フ
レ
ン
ド
リ
ー
な
職
場
の
実
現
に
寄
与
す
る
た
め
、
学
長
直
下
に
総
合
的
な
研

究
企
画
調
整
機
能
を
有
し
た
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
、
高
年
齢
労
働
者
に
特
化
し
た
職
場
環
境
の
整
備
促
進
等
の
横
断
的
な
研
究
を
統
括
及
び
実
施
す
る
と

共
に
、
学
部
教
育
・
卒
後
教
育
を
充
実
さ
せ
、
産
業
現
場
に
お
け
る
高
年
齢
労
働
者
の
就
業
を
支
援
す
る
。

職
場
で
評
価
す
る

手
法
の
開
発
・
応
用

に
関
す
る
研
究

身
体
機
能
低
下

の
予
防
・
補
助

に
関
す
る
研
究

認
知
機
能
・
判
断
機
能
を

評
価
す
る
手
法
の
開
発
・

応
用
に
関
す
る
研
究

就
業
適
性
を
促
進
す
る
産

業
保
健
体
制
に
関
す
る

研
究

・
事
業
者
と
労
働

者
の
職
場
環
境

整
備
促
進

・
研
究
者
、
教
育

者
の
人
材
育
成

・
就
業
適
性
の
評

価
指
標
を
開
発

・
労
働
災
害
防
止

対
策
の
促
進

・
科
学
的
知
見
に

基
づ
く
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
改
訂 支 援

生
涯
現
役
社
会
の

実
現

高
年
齢
労
働
者
産
業
保
健
研
究
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）

〇
学
内
の
様
々
な
分
野
か
ら
多
角
的
な
研
究
を
企
画
・
調
整
し
統
括
す
る

研
究
企
画
調
整 高
年
齢
労
働
者
研
究

【
高
齢
化
の
国
際
的
動
向
：
平
成
３
０
年
版
高
齢
社
会
白
書
よ
り
】

ア
ジ
ア
の
中
で
も
高
齢
化

率
が
圧
倒
的
に
高
く
、
産

業
構
造
の
変
化
や
生
涯

現
役
社
会
の
実
現
と
い
っ

た
将
来
が
待
ち
受
け
る
。

高
年
齢
化
に

に
伴
う
新
た

な
課
題

基
礎
医
学

臨
床
医
学

産
業
医
学

産
業
看
護
学

産
業
衛
生
科
学

研 究

研 究
研 究

研 究
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【
２
】
の
災
害
産
業
保
健
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
と
教
育
の
実

施
に
よ
り
、
全
国
各
地
の
事
業
場
に
お
け
る
災
害
発
生
の

際
に
、
早
期
か
ら
の
災
害
産
業
保
健
に
よ
る
支
援
が
可
能

と
な
り
、
災
害
復
旧
・
事
業
継
続
に
あ
た
る
労
働
者
の
安
全

衛
生
の
確
保
、
心
身
ケ
ア
等
を
実
施
。

天
災
や
事
故
、
疫
病
等
の
災
害
発
生
後
、
重
要
な
業
務
の
早
期
回
復
や
事
業
活
動
再
開
の
た
め
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継
続
計
画
）に
基

づ
き
、
各
事
業
場
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
者
が
中
心
と
な
っ
て
災
害
か
ら
の
復
旧
作
業
に
あ
た
る
が
、
緊
迫
し
た
中
で
の
非
常
時
の

業
務
の
連
続
で
あ
り
、
場
合
に
よ
っ
て
は
二
次
災
害
の
リ
ス
ク
が
高
い
状
況
下
で
の
作
業
も
必
要
と
な
る
た
め
、
当
該
労
働
者
へ
の

健
康
障
害
の
防
止
や
安
全
衛
生
、
心
の
ケ
ア
等
、
災
害
産
業
保
健
対
策
が
必
要
で
あ
る
が
、
研
究
や
調
査
は
進
ん
で
い
な
い
。

産
業
医
科
大
学
は
こ
れ
ま
で
に
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
人
材
派
遣
や
医
療
支
援
、
福
島
原
発
作
業
員
へ
の
支
援
活
動
等
を
実

施
し
て
お
り
、
ま
た
、
全
国
の
事
業
場
に
輩
出
し
た
卒
業
生
産
業
医
か
ら
の
様
々
な
災
害
対
応
に
関
す
る
経
験
・知
見
に
つ
い
て
も
集

約
・
体
系
化
す
る
こ
と
で
、
災
害
発
生
後
の
復
旧
・
復
興
や
事
業
継
続
に
従
事
す
る
労
働
者
の
安
全
衛
生
管
理
体
制
の
構
築
、
健
康

障
害
の
防
止
、
職
場
復
帰
サ
ポ
ー
ト
等
を
迅
速
に
図
る
た
め
の
研
究
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
卒
業
生
産
業
医
を
中
心
と
し
て
、
災
害
時
に
お
け
る
実
践
的
・指
導
的
役
割
を
担
う
産
業
医
、
産
業
保
健
専
門
職
の
養
成
を

行
い
、
全
国
規
模
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
し
、
災
害
産
業
保
健
教
育
を
実
施
す
る
と
共
に
、
有
事
の
際
の
対
応
支
援
を
行
う
。

災
害
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）の
設
置

【
２
】
災
害
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー
を
中
心
と
し
た
全
国
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成

１
.災
害
産
業
保
健
に

関
す
る
事
例
収
集
・
分

析
、
教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
・

マ
ニ
ュ
ア
ル
等
の
開
発
。

学
部
生
お
よ
び
卒
後

修
練
課
程
に
お
け
る

教
育
研
修
の
実
施
。

（
③
・
④
人
材
の
育
成
）

２
.災
害
現
場
に
お
け
る

対
応
や
、
研
修
を
通
し
て
、

災
害
産
業
保
健
の
ス
ペ

シ
ャ
リ
ス
ト
を
養
成
し
、

災
害
時
の
産
業
保
健
支

援
・
教
育
指
導
が
で
き
る

層
を
広
げ
る
。

（
①
・
②
人
材
の
育
成
）

産
業
医
科
大
学

災
害
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー

３
．
①
・
②
人
材
の
育

成
に
よ
り
、
卒
業
生

を
中
心
と
し
た
全
国

規
模
で
の
災
害
産
業

保
健
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
形
成
と
、
各
地
に

お
け
る
災
害
対
応
教

育
の
実
施
。

設
置
に
よ
り
期
待
さ
れ
る
効
果

災
害
予
防

①
災
害
産
業
保
健

教
育
指
導
層

②
災
害
対
応
経
験
層

（
本
学
卒
産
業
医
等
）

③
教
育
済
・
未
経
験
層

（
本
学
卒
修
練
医
）

④
未
教
育
層

（
本
学
学
部
生
）

産
業
医
科
大
学

災
害
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー

【
１
】
災
害
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
人
材
養
成
モ
デ
ル

災
害
復
興
・
復
旧

災
害
応
急
対
応

災
害

防
災
の
３
段
階
（
防
災
基
本
計
画
よ
り
）
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ＮＯ．12

令和２年度事業番号

44

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

7,921,328(千円） 22,192,111(千円)

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

賃金の支払は本来、事業主の基本的な責務であることから、未払賃金の立替払事業の費用の負担を一般国民
（一般会計）に求めることは適当ではなく、事業主の連帯による公的な保険方式によることがふさわしいこと
から、未払賃金の立替払事業は、社会復帰促進等事業として行われる必要がある。

期待される
施策効果

企業の倒産により、賃金が支払われないまま退職を余儀なくされた労働者に対してのセーフティーネットとな
る。

その他特記事項

事業全体の
経費削減内容

実施主体 （独）労働者健康安全機構、国

令和２年度の
事業概要

企業の倒産により、賃金が支払われないまま退職を余儀なくされた労働者に対し、未払賃金額の一定範囲につ
いて国が事業主に代わって立て替える制度である。

事業の必要性
企業の倒産により、賃金が支払われないまま退職を余儀なくされた労働者に対し、労働者とその家族の生活の
安定を図る国のセーフティネットとして欠くことのできない制度であり、新型コロナウイルス感染症の影響を
受けた企業倒産の影響を受けた立替払の増加に対しても確実、迅速に対応を行う必要がある。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業倒産に対応するため、未払賃金立替払制度において立替払いが
確実に受けられるよう必要な原資を確保するとともに、立替払実地調査員等の配置による事務処理体制の整備
等迅速化のための対策を推進する。

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

事業名 未払賃金立替払事務実施費

担当係 労働基準局監督課労働条件確保対策事業係
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未
払
賃
金
立
替
払
制
度
の
推
進
【
拡
充
】

・
未

払
賃

金
立

替
払

制
度

は
、

企
業

が
倒

産
し

た
た

め
に

、
賃

金
が

支
払

わ
れ

な
い

ま
ま

退
職

し
た

労
働

者
に

対
し

て
、

労
働

者
の

請
求

に
基

づ
き

、
未

払
賃

金
の

一
定

範
囲

の
も

の
を

政
府

が
事

業
主

に
代

わ
っ

て
支

払
う

制
度

で
あ

り
、

労
働

者
と

そ
の

家
族

の
生

活
の

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

と
し

て
定

着
。

・
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

り
倒

産
に

至
り

、
賃

金
が

未
払

の
ま

ま
退

職
を

余
儀

な
く

さ
れ

る
労

働
者

が
増

え
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

中
、

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

と
し

て
の

本
制

度
の

確
実

・
迅

速
な

実
施

は
よ

り
一

層
求

め
ら

れ
る

と
こ

ろ
と

な
る

。

・
こ

の
よ

う
な

状
況

を
踏

ま
え

、
立

替
払

の
原

資
を

確
保

す
る

と
と

も
に

、
引

き
続

き
、

立
替

払
迅

速
化

の
た

め
の

対
策

を
推

進
し

、
労

働
者

と
そ

の
家

族
の

生
活

不
安

の
早

期
解

消
を

図
る

。

概
要

・
労

働
者

へ
立

替
払

金
の

支
給

事
務

を
行

う
独

立
行

政
法

人
労

働
者

健
康

安
全

機
構

に
対

す
る

補
助

金
。

○
未

払
賃

金
立

替
払

補
助

金
【

補
助

金
】

2
0
,9

0
0
,6

2
3
（

7
,2

7
0
,8

0
1
）

千
円

未
払

賃
金

立
替

払
制

度
の

推
進

2
2
,2

3
8
,2

3
8
（

7
,9

2
1
,3

2
8
 ）

千
円

○
迅

速
な

立
替

払
を

行
う

た
め

の
対

策
等

1
,3

3
7
,6

1
5
（

6
5
0
,5

2
7
 ）

千
円

・
立

替
払

実
地

調
査

員
等

の
配

置
に

よ
る

事
務

処
理

体
制

の
整

備
、

労
働

者
健

康
安

全
機

構
に

お
け

る
審

査
体

制
の

整
備

等
。
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ＮＯ．13

令和２年度事業番号

45

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

13,173,322(千円) 11,090,350(千円)

実施主体 民間事業者、都道府県労働局

令和２年度の
事業概要

① 「働き方改革」に向けた周知・啓発事業
　各地域の商工団体に配属されている経営指導員等が、日常の経営指導に加え、労務管理や労働関係助成金の
活用等に関する支援を合わせて実施することが企業にとって有益であるため、経営指導員等に対して、労務管
理のあり方や助成金活用に関するセミナーを実施する。
② 中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業
　働き方改革実行計画で示された、非正規雇用労働者の処遇改善や、過重労働防止に資する時間外労働の上限
規制への対応に向けた弾力的な労働時間制度等の労務管理に関する技術的な相談支援を行うため、民間事業者
への委託により、47都道府県に「働き方改革推進支援センター」を設置し、関係機関と連携を図りつつ、労務
管理・企業経営等の専門家による個別相談援助や電話相談等を実施する。
③ 働き方改革推進支援助成金
　中小企業・小規模事業者が時間外労働の上限規制等に円滑に対応するため、生産性を高めながら働く時間の
縮減に取り組む場合において、中小企業や傘下企業を支援する事業主団体に対する助成を行う。
④ 働き方・休み方改善に向けた事業
　事業主等が自ら働き方・休み方の現状を客観的に評価できる「働き方・休み方改善指標」や企業の好事例等
を提供する「働き方・休み方改善ポータルサイト」の運営を行うほか、時季を捉えた年次有給休暇の取得促
進、特別休暇等の普及促進、仕事と生活の調和がとれた働き方普及のためのシンポジウムの開催等を行う。
⑤不妊治療のための休暇制度等環境整備事業
　不妊治療と仕事の両立の重要性について社会全体の理解を深めるため、仕事と不妊治療との両立を支援する
ための休暇制度等の環境整備に向けたマニュアル等の周知啓発等を行う。

事業の必要性

働き方改革関連法に係る、中小企業における割増賃金率の猶予措置廃止（令和５年）、時間外労働の上限規制
の適用猶予業種（令和６年）への施行に向けて中小企業が対応するためには、生産性を高め、業務の効率化等
による労働時間の短縮を行うとともに、生産性向上の成果を、労働者の賃金改善につなげるために、きめ細や
かな相談支援等を行う必要がある。
　労務管理書類については、紙媒体で管理・保存している事業場も多く、労務管理書類の保存期間の延長に伴
い、今後、電子媒体で管理できるようシステム化を図ることが重要と考えられるところであり、これについて
は改正労基法案に関する衆議院及び参議院厚生労働委員会の附帯決議においても、「中小企業等における記録
の電子データ化を支援し、記録の保存等にかかる負担の軽減を図ること。」等とされているところであり、労
務・労働時間の適正管理を推進し、生産性の向上を図り、労働時間等の設定の改善の成果を上げた事業主に重
点的に助成金を支給することが有効であるため、事業を行う必要がある。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

③働き方改革推進支援助成金
　令和２年４月１日の労働基準法の一部を改正する法律により、賃金台帳等の労働関係に関する書類の保存期
間が５年（当面の間３年）にと延長されたことから、「労働時間適正管理推進コース」を新設し、労務・労働
時間の適正管理の推進に向けた事業主に対する支援の実施を行う。
⑤不妊治療のための休暇制度等環境整備事業
 事業主等の不妊治療との両立支援の理解を深めるため、事業内容を見直し、事業主向けセミナー等を実施す
る。

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

事業名

○中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推
進支援事業等
（事業番号45　過重労働の解消及び仕事と生活の調
和の実現に向けた働き方・休み方の見直し）

担当係
労働基準局 労働条件政策課　労働条件政策課
雇用環境・均等局職業生活両立課　働き方・休み方改善係
雇用環境・均等局雇用機会均等課　母性健康管理係
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社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

　本事業は、長時間労働の是正のため、時間外労働時間の削減等に取り組む中小企業事業主に対して支援を行
うことにより、生産性を高め、仕事と生活の調和のとれた働き方を普及させるものであり、その結果、労働者
の時間外労働の縮減等につながる上、長時間労働に起因する脳・心臓疾患や精神疾患の発症リスクを減少さ
せ、過労死等の防止など労働災害減少に寄与するものである。
　したがって、本事業は、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適うものであり、社会復帰促進等事業
として実施する必要があるものである。

期待される
施策効果

　労務・労働時間の適正化を推進することにより、労働者の健康の確保が図られることとなり、長時間労働に
起因する脳・心臓疾患や精神疾患の発症リスクが減少し、過労死等の防止など労働災害減少に寄与することが
期待される。

その他特記事項

事業全体の
経費削減内容

・事業全体で、説明会やシンポジウム等の実施方法を、対面式（集合方式）から、原則リモート方式の開催と
して、費用の抑制を行った。。
・②については、派遣専門家の訪問等支援の積算件数について、働き方改革関連法の施行に伴い、昨年度強化
した商工団体等への訪問支援等の積算件数の縮減等の見直しを図った。
・③については、令和２年度の執行実績等を踏まえ、見込件数及び所要額の見直しを図った。
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不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
等
環
境
整
備
事
業

専
門
家
に
よ
る
検
討
委
員
会
の
開
催

①
セ
ミ

ナ
ー
の
企
画
・
運
営
に
係
る
検
討

②
セ
ミ

ナ
ー
実
施
後
の
追
跡
調
査
に
係
る

検
討

(実
地
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
通
信
調
査
）

③
追
跡

調
査
結
果
報
告
書
の
作
成

等

不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
等
導
入
支
援
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

・
不
妊
治
療
と
仕
事
の
両
立
を
支
援
す
る
企
業
内
制
度
の
導
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
R
1
年
度

作
成
）
等
を
活
用
す
る
な
ど
、
効
果
的
な
周
知
・
啓
発
を
行
う
。

不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
の
導
入
に
興
味
の
あ
る
企
業
等
を
対
象
と
し
た

不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
等
導
入
支
援
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
す
る
。

第
4次
少
子
化
社
会
対
策
大
綱

【
R2
.5
.2
9閣

議
決
定
】

（
不
妊
治
療
へ
の
支
援
よ
り
抜
粋
）

〇
不
妊
治
療
と
仕
事
の
両
立
の
た
め
の
職
場
環
境
の
整
備

不
妊
治
療
に
つ
い
て
職
場
で
の
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
、
仕
事
と
不
妊

治
療
の
両
立
に
資
す
る
制
度
等
の
導
入
に
取
り
組
む
事
業
主
を
支
援
し
、

仕
事
と
不
妊
治
療
が
両
立
で
き
る
職
場
環
境
整
備
を
推
進
す
る
。

近
年
不
妊
治
療
を
受
け
る
夫
婦
は
約

5.
5組
に

1組
、
不
妊
治
療
（
生
殖
補
助
医
療
等
）
に
よ
っ
て
誕
生
す
る
子
ど
も
も
約

18
人
に

1人
と
な
る
な
ど
、

働
き
な
が
ら
不
妊
治
療
を
受
け
る
労
働
者
は
増
加
傾
向
に
あ
る
が
、
不
妊
治
療
と
仕
事
の
両
立
が
で
き
ず
、

16
％
の
方
が
退
職
し
て
い
る
。

ま
た
、
国
会
も
含
め
社
会
的
に
、
不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
等
の
職
場
環
境
の
整
備
へ
の
関
心
が
非
常
に
高
ま
っ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
事
業
主
、
上
司
や
同
僚
に
不
妊
治
療
に
つ
い
て
の
理
解
を
促
す
と
と
も
に
、
当
該
休
暇
制
度
等
の
導
入
に
取
り
組
む
事
業
主
を
支
援

す
る
こ
と
に
よ
り
、
不
妊
治
療
と
仕
事
が
両
立
で
き
る
職
場
環
境
の
整
備
を
促
す
こ
と
と
す
る
。

令
和
３
年
度
委
託
事
業

参
考

事
業
概
要

趣
旨
目
的

追
跡
調
査
（
実
地
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
通
信
）
の
実
施
と
報
告
書
の
作
成

・
不
妊
治
療
を
受
け
や
す
い
休
暇
制
度
等
導
入
支
援
セ
ミ
ナ
ー
の
参
加
企
業
を
対
象
に
、

セ
ミ
ナ
ー
後
の
休
暇
制
度
の
導
入
状
況
に
つ
い
て
の
追
跡
調
査
（
実
地
ヒ
ア
リ
ン
グ
及
び

通
信
調
査
）
を
行
い
、
報
告
書
を
と
り
ま
と
め
る
。

（
周
知
・
啓
発
資
料
）

令
和

3年
度
要
求
額

29
,6

97
千
円

令
和

2年
度
予
算
額

23
,4

73
千
円
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働
き
方
改
革
推
進
支
援
助
成
金

令
和
３
年
度
要
求
額
6
,5
4
4
,9
1
7
（
7
,2
9
2
,0
4
2
）
千
円

コ
ー
ス
名

助
成
概
要

支
給
要
件

助
成
率

助
成
上
限
額

助
成
対
象

賃
金
加
算

労
働
時
間
短
縮
・

年
休
促
進
支
援

コ
ー
ス

要
求
額 1
,4
5
2
,2
3
6
千
円

(2
,6
1
4
,3
3
8
千
円
)

労
働
時
間
の
短
縮

や
、
年
次
有
給
休

暇
の
取
得
促
進
に

向
け
た
環
境
整
備

に
取
組
む
中
小
企

業
事
業
主
に
助
成

助
成
対
象
の
取
組
を
行
い
、

以
下
の
何
れ
か
を
１
つ
以
上

実
施

①
3
6
協
定
の
月
の
時
間
外

労
働
時
間
数
の
縮
減

②
特
別
休
暇
の
整
備

③
時
間
単
位
の
年
休
の
整
備

費
用
の

３
/
４

を
助
成

事
業
規
模
3
0
名

以
下
か
つ
労
働

能
率
の
増
進
に

資
す
る
設
備
・

機
器
等
の
経
費

が
3
0
万
円
を
超

え
る
場
合
は
、

4
/
5
を
助
成

成
果
目
標
の
達
成
状
況
に
基
づ
き
、

①
～
③
の
助
成
上
限
額
を
算
出

合
計
は
2
0
0
万
円

①
月
8
0
時
間
超
の
協
定
の
場
合
に

月
6
0
時
間
以
下
に
設
定
：
1
0
0
万
円

※
月
6
0
時
間
超
8
0
時
間
以
下
の
設
定
に
留
ま
っ
た

場
合
：
5
0
万
円

※
月
6
0
時
間
超
8
0
時
間
以
下
の
協
定
の
場
合
に
、

月
6
0
時
間
以
下
に
設
定
：
5
0
万
円

②
5
0
万
円

③
5
0
万
円

労
働
時
間
短
縮
や
生
産

性
向
上
に
向
け
た
取
組

①
就
業
規
則
の
作
成
・

変
更

②
労
務
管
理
担
当
者
・

労
働
者
へ
の
研
修

（
業
務
研
修
を
含
む
）

③
外
部
専
門
家
に
よ
る

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

④
労
務
管
理
用
機
器
等

の
導
入
・
更
新

⑤
労
働
能
率
の
増
進
に

資
す
る
設
備
・
機
器

の
導
入
・
更
新

⑥
人
材
確
保
に
向
け
た

取
組
等

賃
金
を
３
％

以
上
引
き
上

げ
た
場
合
、

そ
の
労
働
者

数
に
応
じ
て

助
成
金
の
上

限
額
を
更
に

1
5
万
円
～
最

大
1
5
0
万
円

加
算

【
５
％
以
上

の
場
合
は
、

2
4
万
円
～
最

大
2
4
0
万
円

加
算
】

な
し

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ

ル
導
入
コ
ー
ス

要
求
額 1
,8
7
8
,6
4
8
千
円

(2
,1
4
3
,3
9
8
千
円
)

勤
務
間
イ
ン
タ
ー

バ
ル
を
導
入
す
る

中
小
企
業
事
業
主

に
対
し
助
成

助
成
対
象
の
取
組
を
行
い
、

新
規
に
９
時
間
以
上
の
勤
務

間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
制
度
を
導

入
す
る
こ
と

勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
時
間
数
に
応
じ
て

・
９
時
間
以
上
1
1
時
間
未
満

：
8
0
万
円

・
1
1
時
間
以
上
：
1
0
0
万
円

労
働
時
間
適
正
管

理
推
進
コ
ー
ス

（
新
規
）

要
求
額 1
,6
1
0
,0
5
7
千
円

(０
千
円
)

労
務
・
労
働
時

間
の
適
正
管
理

を
推
進
し
、
労

働
時
間
等
の
設

定
の
改
善
の
成

果
を
上
げ
た
中

小
企
業
事
業
主

に
対
し
て
助
成

助
成
対
象
の
取
組
を
行
い
、

新
た
に
勤
怠
・
賃
金
計
算
等

を
リ
ン
ク
さ
せ
た
IT
シ
ス
テ

ム
を
用
い
た
時
間
管
理
方
法

を
採
用
す
る
と
と
も
に
、
労

務
管
理
書
類
の
５
年
間
保
存

に
つ
い
て
就
業
規
則
等
に
規

定
す
る
こ
と
。
ま
た
、
労
働

時
間
適
正
把
握
に
係
る
研
修

を
実
施
す
る
こ
と
。

上
限
額
：
5
0
万
円

団
体
推
進
コ
ー
ス

要
求
額 1
,6
0
3
,9
7
6
千
円

(2
,5
3
4
,3
0
6
千
円
)

傘
下
企
業
の
生
産

性
の
向
上
に
向
け

た
取
組
を
行
う
事

業
主
団
体
に
対
し

助
成

事
業
主
団
体
が
助
成
対
象
の

取
組
を
行
い
、
傘
下
企
業
の

う
ち
１
/2
以
上
の
企
業
に
つ

い
て
、
そ
の
取
組
又
は
取
組

結
果
を
活
用
す
る
こ
と

定
額

上
限
額
：
5
0
0
万
円

複
数
地
域
で
構
成
す
る
事
業
主
団
体

（
傘
下
企
業
数
が
1
0
社
以
上
）
の
場
合
は

上
限
額
：
1
,0
0
0
万
円

①
市
場
調
査

②
新
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

の
開
発
、
実
験

③
好
事
例
の
周
知
、

普
及
啓
発

④
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

⑤
巡
回
指
導
、
相
談

窓
口
の
設
置

等

な
し
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令和２年度事業番号

47

令和２年度
予算額

令和３年度
予算要求額

672,650(千円) 755,053(千円)

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

　国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、厳しい勤務環境にある医師等の医療従事
者が健康で安心して働くことができる環境整備が喫緊の課題となっているため、医療従事者全体の勤務環
境の改善に向けた施策の更なる推進を図る必要がある。
　本事業により医療従事者の勤務環境の改善が促進されれば、長時間労働が解消することによる過重労働
の解消や健康障害の防止につながることから労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に適うものであ
り、社会復帰促進等事業で行う必要がある。

期待される
施策効果

　医療機関が、医療勤務環境改善マネジメントシステムにより自主的に勤務環境の改善に取り組むことが
促進される。

その他特記事項

事業全体の
経費削減内容

令和２年度より、仕様書上、都道府県毎の支援回数等を詳細に設定することにより、契約差額及び執行実
績との乖離が生じないよう取り組んでおり、令和３年度も引き続き、令和２年度の実績を踏まえつつ、事
業の適正な執行に努める。

実施主体 厚生労働省本省、都道府県労働局、民間団体

令和２年度の
事業概要

①各都道府県が設置主体となる、医療機関に対する勤務環境改善をワンストップで支援するための「医療
勤務環境改善支援センタ―」（以下「勤改センター」という。）に医療労務管理アドバイザーを配置し、
医療機関からの労務管理等に関する相談支援等を行う。
②医療機関に対するアンケート調査、医療従事者の勤務環境改善に向けた手法の確立のための調査・研
究。
③医療機関の勤務環境改善に関する好事例等を掲載したウェブサイトの運営、医療勤務環境改善マネジメ
ントシステムの普及促進セミナーの実施。

事業の必要性

有識者による「医師の働き方改革の推進に関する検討会」において、令和3年度以降に医療機関が医療勤務
環境改善マネジメントシステムに基づき時短計画を策定するにあたり、「勤改センターが医療機関への相
談支援を行うこと」が議論されていることを踏まえ、従来の取組に加え、時短計画の策定支援等に対応す
ることが出来る相談支援体制を整備する必要があるため。

令和３年度から
新たに

実施したい内容

勤改センターの従来の役割である相談対応、医療機関の求めに応じた医療労務管理アドバイザーの派遣に
加え、時短計画の策定支援を新たに実施するとともに、各都道府県において医療機関を年間を通じて支援
することにより、マネジメントシステムの導入・定着を図る特別支援を実施するなど、医療従事者の勤務
環境改善に向けた取組支援を強化する。

事業の別 安全衛生確保等事業（労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

事業名
医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のた
めの取組

担当係 労働基準局 労働条件政策課　労働条件確保改善対策室　労働条件改善係

43



62
3,

75
6(

51
6,

20
9)
千
円

全
国

47
都
道
府
県
の
医
療
勤
務
環
境

改
善
支
援
セ
ン
タ
ー
に
社
会
保
険
労
務
士

な
ど
の
労
務
管
理
の
専
門
家
（
医
療
労
務

管
理
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）
を
配
置
（
※
）
し
、
医
療

機
関
か
ら
の
各
種
相
談
に
応
じ
る
と
と
も
に
、

医
療
機
関
の
求
め
に
応
じ
、
医
療
労
務
管

理
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣
し
、
上
限
規
制
の

適
用
に
向
け
た
時
短
計
画
の
策
定
支
援
、

各
都
道
府
県
に
お
い
て
医
療
勤
務
環
境
改

善
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
効
果
的
な
推

進
策
を
検
討
す
る
た
め
の
特
別
支
援
の
実

施
な
ど
、
医
療
従
事
者
の
勤
務
環
境
改
善

に
向
け
た
取
組
み
を
支
援
す
る
。

ま
た
、
医
療
従
事
者
の
働
き
方
改
革
に

向
け
て
、
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー

な
ど
を
通
じ
た
法
や
制
度
の

周
知
を
図
る
。

（
※
）
東
京
４
名
、
大
阪
・
愛
知
各

3名
そ
の
他
道
府
県

2名

国
民
が
将
来
に
わ
た
り
質
の
高
い
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
た
め
に
は
、
長
時
間
労
働
な
ど
厳
し
い
勤
務
環
境
に
お
か
れ
て

い
る
医
療
従
事
者
の
勤
務
環
境
の
整
備
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
労
務
管
理
支
援
な
ど
、
医
療
機
関
の
勤
務
環
境
改

善
に
向
け
た
主
体
的
な
取
組
に
対
す
る
支
援
の
充
実
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
医
療
従
事
者
全
体
の
勤
務
環
境
の
改
善
に
向
け
た

取
組
の
充
実
に
つ
な
げ
る
。

令
和
３
年
度
要
求
額

75
5,

05
3（

67
2,

65
0）
千
円

49
,4

77
(3

9,
50

7)
千
円

医
療
従
事
者
の
勤
務
環
境
改
善
に
資

す
る
た
め
、
以
下
の
取
り
組
み
を
行
う
。

・
有
識
者
に
よ
る
検
討
委
員
会
の
設
置

・
医
療
機
関
の
勤
務
環
境
改
善
に
か
か
る

事
例
収
集

・
特
別
支
援
の
た
め
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研

修
の
実
施
及
び
特
別
支
援
の
タ
イ
ア
ッ
プ

事
業

・
医
療
機
関
の
労
働
実
態
（
時
間
外
労
働
、

夜
勤
、
連
続
勤
務
等
）
を
把
握
す
る
た
め
、

全
医
療
機
関
を
対
象
と
し
た
実
態
調
査

57
,9

67
(9

3,
08

1)
千
円

勤
務
環
境
改
善
に
関
す
る
好
事
例
、

国
に
よ
る
支
援
施
策
、
医
療
機
関
が
自

主
的
に
勤
務
環
境
の
改
善
に
取
り
組
む

際
に
活
用
で
き
る
支
援
ツ
ー
ル
な
ど
を
掲

載
し
た
Ｈ
Ｐ
（
い
き
い
き
働
く
医
療
機
関
サ

ポ
ー
ト

W
eb
）
を
運
営
す
る
。

ま
た
、
医
療
勤
務
環
境
改
善
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
普
及
・
啓
発
の
た
め
の

セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
、
周
知
用
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

の
作
成
・
配
布
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
広
告
等

に
よ
る
周
知
を
行
う
。

さ
ら
に
、
勤
務
環
境
改
善
に
取
組
み
、

成
果
を
上
げ
た
医
療

機
関
の
事
例
を
収
集

し
、
動
画
等
を
作
成
・

配
信
す
る
。

医
療
労
務
管
理
支
援
事
業

勤
務
環
境
改
善
に
向
け
た

調
査
研
究
事
業

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の

普
及
促
進
等
事
業

医
療
従
事
者
の
確
保
・
定
着
に
向
け
た
勤
務
環
境
改
善
の
た
め
の
取
組

※
下
線
部
は
令
和
３
年
度
に
お
け
る
新
規
要
求
事
項
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